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航空イノベーション推進協議会 ⽇本無操縦者航空機委員会 
 
⼀般社団法⼈航空イノベーション推進協議会（AIDA）は、航空に係る技術・政策・産業等
に関するイノベーション（航空イノベーション）の推進を⽬的とし、2018 年（平成 30 年）
10 ⽉から本格的に活動を開始している団体です。産学官の関係者が⼀体となって、航空イ
ノベーションの推進に関する情報の収集、⽅策の検討及び研究や、航空イノベーションの推
進に関する普及・啓発などに取り組んでいきたいと思っています。 
 
⽇本無操縦者航空機委員会(JRPAS 委員会)は、AIDA 内に 2020 年 4 ⽉に発⾜した無操縦

者航空機専⾨家委員会です。 
委員⻑は東京⼤学 鈴⽊真⼆、幹事は東京⼤学 中村裕⼦、委員には、 ANA ホールディ

ングス、⽇本航空株式会社、HAPS モバイル株式会社、川崎重⼯業株式会社、株式会社東京
アールアンドデー、エアロダイン、朝⽇航洋株式会社、デロイトトーマツコンサルティング
合同会社、株式会社三菱総合研究所、電⼦航法研究所（ENRI）、宇宙航空研究開発機構（JAXA）、
情報通信研究機構（NICT）他、多くの環境整備に意欲的な企業様個⼈様にご参画いただい
ております。さらに、オブザーバーとして、国⼟交通省航空局、総務省基幹・衛星移動通信
課、経済産業省、海上保安庁、福島ロボットテストフィールドの⽅々もご参画いただいてお
ります。 
 

Japan RPAS Expert Committee at Aviation Innovation Development Association 
 
The Japan Aviation Innovation Development Association (AIDA) started activities in 
October 2018 with the aim of promoting aviation innovations covering all aspects of air 
activities such as aviation technology, policies and industries. It is led by Prof Suzuki 
(University of Tokyo). Today, it brings together all major players in Japan, including 27 world-
leading companies and organizations. 
 
 Japan RPAS Expert Committee (JRPAS) was launched as a working group at AIDA on April 

2020 with ANA, JAL, HAPS Mobile, KHI, Tokyo R&D, Aerodyne, Aero Asahi, Deloitte 
Tohmatsu Consulting, MRI, ENRI, JAXA, NICT, JCAB, JCG, MIAC, METI, Fukushima RTF 
and other very motivated participants and observers for roadmapping the future with 
RPAS.(Chairperson: Shinji Suzuki, University of Tokyo. Secretary-General: Hiroko 
Nakamura, the University of Tokyo) 
 
 

Homepage: http://aida-rpas.mystrikingly.com  
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ロードマップ作成プロジェクトについて 
 
本プロジェクトは、我が国における無操縦者航空機の環境整備に向けた課題の整理、ステ

ークホルダー間での認識の標準化、そして JRPAS 委員会の中⻑期⽬標を⽴てることを⽬的
に 2020 年５⽉より開始した、JRPAS 委員会内でのプロジェクトです。 
「V1：委員へのヒアリング集計」作成には ANA ホールディングス、⽇本航空株式会社、

HAPS モバイル株式会社、川崎重⼯業株式会社、株式会社東京アールアンドデー、エアロダ
イン、朝⽇航洋株式会社、デロイトトーマツコンサルティング合同会社、ジェネラルアトミ
クスエアロノーティカルシステムズ社、電⼦航法研究所（ENRI）、宇宙航空研究開発機構
（JAXA）、情報通信研究機構（NICT）、福島ロボットテストフィールド、国⼟交通省航空
局の皆様から⼤きな寄与をいただいております。ただし、本⽂の内容は、所属する組織の公
式⾒解を⽰すものではないことをご承知ください。 
 
V1 では、旅客輸送を含まない 6 つのユースケースに向けた、技術・運航・インフラ・社会
受容性の 4分野計 26 項⽬に細分化した議論をまとめています。ただし、例え、操縦者が搭
乗する垂直離着陸機の都市上空での旅客輸送だとしても、ほとんどの項⽬が、ドローンの利
⽤増加により密度が⾼まると思われる⽐較的低⾼度の空域での運航の安全性向上と、社会
の理解のため、検討すべき内容だとも考えらます。この空に便利で新しいシステムの取り込
みを⼀歩進めるに、関係者間で共有したい内容になりましたので、是⾮⾊々な⽅⾯で活⽤し
ていただきたいと思います。 
(取りまとめ：東京⼤学 中村裕⼦、鈴⽊真⼆) 

 
About this roadmapping project, 
 
This project has launched in May 2020 in order to stimulate discussion among stakeholders 
necessary to introduce RPAS services in Japan (leaded by H. Nakamura and S. Suzuki, 
University of Tokyo). Referring the works by NASA (Performing a Comprehensive 
Unmanned Aircraft System Full Integration Analysis for NASA ARMD), JRPAS gathered 
perspectives, challenges, concerns etc. from the members.  
Contribution for V1 report includes ANA, JAL, HAPS Mobile, KHI, Tokyo R&D, Aerodyne, 

Aero Asahi, Deloitte Tohmatsu Consulting, General Atomics-Aeronautical Systems, ENRI, 
Fukushima RTF and JCAB. 
6 use cases found in this report doesnʼt include Urban Air Mobility. However, JRPAS believe 
most of issues must be challenged at higher robust level to increase the safety of aviation at 
relatively low altitude and achieve social acceptance. 
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1. 無操縦者航空機の実装を通してもたらしたい価値 
 
JRPAS 委員会はロードマップ作成にあたり、委員に無操縦者航空機の実装を通してもたら

したい価値を聞いており、以下にそれをまとめる。 
 
操縦⼠が搭乗せず遠隔より操縦する無操縦者航空機は有⼈航空機と⽐較して 
l 操縦⼠のために⽤意されていたペイロードやスペースの確保 
l 過酷な業務（COVID-19 のような環境／深夜の貨物輸送や⽕⼭周辺等危険／健康に影
響を与えるような地域での測量・監視）からの操縦⼠の解放 

l 操縦⼠に起因して制限されていた⾶⾏時間や就航地／ルート／スケジュール選択への
⾃由度 

において優位性があり、 
Ø 安全性の向上（機上に⼈がいない／操縦⼠の負担が機上よりも軽減されていることに
起因） 

Ø 機体価格や⼈件費等の運航コストの低減（機上に⼈がいない／操縦⼠の負担が機上よ
りも軽減されていることに起因） 

が期待されていることが、アンケートからわかった。ただし、安全性の向上に対して、機上
の無⼈化や操縦⼠の地上移動に伴うリスクが伴うこと、コスト低減に対して、機上を無⼈化
するためのコスト1の考慮の必要性について指摘があったことにも注意を払いたい。 
 
また、従来の航空機（固定翼や回転翼）の無操縦者化および、従来の類に収まらない新し

い形態（パワードリフト等）の遠隔操縦の航空機が開発されることにより、 
Ø ⻑時間の測量（コスト削減／科学・災害時・国家安全での価値） 
Ø 通信環境が悪い/ない地域への中継機能による電波供給（災害時・緊急時での価値） 
Ø 新たな路線や緊急時の物資輸送（社会・経済への価値） 
などの新たなサービス、社会への価値の提供が無操縦者航空機の実装により可能であり、さ
らに普及することで、製造、整備、サービスなどの新たな雇⽤も創出されると考えられてい
ることがわかった。 
 
ただし、すでに述べたように、操縦⼠を地上に配置し機上を無⼈化する事による安全やセ
キュリティー上のリスクを受容可能なレベルまで低減しなくてはならない。期待されてい
る効果が、それを実現するために必要な技術や管理体制にかかる投資やコストとバランス
が取れるものでなくてはならない。それが本当に実現可能なのか、課題の整理と対応策の計
画を⾏う必要性を、アンケートを通して再確認した。 

 
1 １⾶⾏あたりの時間が延びることによる、機体の信頼性観点でのコスト増加なども指摘された。 
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なお、無操縦者航空機の実装は、旅客輸送サービス以外の分野からはじまると JRPAS 委員

会は考えている。そうした分野での無操縦者航空機活⽤がスタートし、関わる技術やインフ
ラ、制度、管理体制に安全性と信頼性が確⽴されていく先には、現在２名編成の⼤型旅客機
の機上操縦者編成数減に関連する技術、⼈間⼯学（科学）、⽣理学に関する知⾒の蓄積が期
待される。２名の操縦⼠が必要とされる運航への定義の明確化または、現在２名の操縦⼠が
要求される運航の操縦者編成減による、 
Ø ⼈件費等の節約（社会・経済への価値） 
Ø 操縦⼠確保（社会・経済への価値） 
といった課題解決も期待される。 
 
なお、無操縦者航空機へは、従来の有⼈航空機では実現が困難であった 
Ø 新たな路線（⾶⾏場間、空港 2次交通、都市部）での⼈の移動（社会への価値） 
への期待が UAM（Urban Air Mobility）または“空⾶ぶクルマ”の将来像として存在すること
を JRPAS 委員会は認識している。 
しかし、本報告書では、特に明記がない場合には、乗客の搭乗しない無操縦者航空機に関

した議論を⾏う。無操縦者航空機による旅客輸送は、物資輸送や観測⾶⾏、電波中継⾶⾏以
上に、無操縦者化に関わる技術やインフラ、制度、管理体制に安全性と信頼性の格段の成熟
に加え、社会受容性の格段の向上が求められる。 
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2. ロードマップで扱うユースケース 
 
JRPAS 委員会はロードマップ作成にあたり、委員の構想するユースケースも聞いている。
このロードマップでは、無操縦者航空機が他の航空機と安全に空域や⾶⾏場を共有するた
めの課題や必要な技術、運⽤⽅法等にフォーカスして議論を進めていきたいため、そうした
⾯にできるだけ焦点を当てた記述にした。無操縦者航空機の実装においては、市場性／事業
性はもちろん重要であり、本報告書作成にむけたヒアリングでは、具体的な路線や、異なる
ユースケースも聞かれたが、上記の⽬的において重要と思われる部分をここに抜粋する(図
1、図 2)。 
 
Ø ⻑時間の測量（コスト削減／科学・災害時・国家安全での価値） 
ユース①では、計器進⼊・出発⽅式の設定されている基地⾶⾏場から離陸し、管制空域
を⾶⾏計画に従って⾶⾏し、広域な情報（地形、植⽣、地上構造物、⼤気状態等）のリ
アルタイムな観測を⾏い、先の⾶⾏場に帰還する運航を想定する。速度よりも滞空時間
や距離を優先した⾼アスペクト⽐の固定翼機、さらには、⾼い⾼度を滞空する HALE
（High Altitude Long Endurance）機の利⽤が想定される。離着陸および調査のための
空域までの往復⾶⾏は原則として管制の指⽰に従って IFR(Instrument Flight Rule, 計
器⾶⾏⽅式）で⾏う。他の空域ユーザーとのコンフリクト解消／衝突回避には、従来の
航空管制サービスを利⽤し、RPS（Remote Pilot Station, 遠隔操縦基地）から直接、あ
るいは何らかの⼿段を経由して管制機関と通信を⾏い、機体を遠隔制御する。RPS は
基地⾶⾏場に設置される、あるいは、離発着操縦が⾒通し内電波で通信できる環境を整
えて設置される。また空域で指定された装備品を搭載する。現状の法令では、機外を視
認できない状況を除いて⾒張り義務があり、それに⾒張り義務を代替えする機能の具
体化（産業規格整備等）が必要である。 
ユース②では、航空交通管制圏の⾶⾏場より、有⼈航空機でいうVFR(Visual Flight Rule、
有視界⾶⾏⽅式）でミッションエリアへ向かい、測量等のミッションを実施して、先の
⾶⾏場に帰還する運航を想定する。 RPS は基地⾶⾏場に設置される、あるいは、離発
着操縦が⾒通し内電波で通信できる環境を整えて設置される。巡航中またはミッショ
ン中に、他の場所に設置された RPS の操縦者と交代する可能性がある。運航は⽬視外
⾶⾏を含む。⾼度 10,000ft 以下を想定している。航空管制による間隔設定は提供され
ないため他の空域ユーザーとのコンフリクト解消と衝突回避は、機上の衝突回避シス
テムと遠隔操縦⼠の⽬視の代替えとなる機能に依存するため、そうした機能の具体化
（産業規格整備等）が必要である。 

 
Ø 通信環境が悪い/ない地域への中継機能による電波供給（災害時・緊急時での価値） 
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ユース③では、基地⾶⾏場から、円筒状の空域を上昇し、成層圏（⾼度 18km〜24km 
※未確定）へ到達後、モバイルダイレクト通信の電波供給等を⾏う運航を想定する。
HAPs（Hight Altitude Platforms）機や SPF（Stratospheric Platform）機の利⽤が想定
される。成層圏到着後は⽔平移動し、サービス提供エリア上空にて定常旋回⾶⾏などに
よる定点滞空を⾏う。基地⾶⾏場は、航空交通管制圏内のものとは限らないが、成層圏
に達するまで、また到達後も管制空域にかかる空域を⾶⾏するため、離着陸および成層
圏までの往復⾶⾏は原則として航空管制の指⽰に従って IFR で⾏う。全⾏程の操縦は
基地⾶⾏場にある RPS から⾏うが、将来的には離着陸操縦と成層圏での⾶⾏部分を分
離させて、成層圏のミッション⾶⾏を他の場所に設置された RPS の操縦者と交代する
可能性もある。他の空域ユーザーとのコンフリクト解消／衝突回避には、従来の航空管
制サービスを利⽤し、RPS から管制機関と直接通信し、機体を遠隔操作する。なお、成
層圏においては、ETM(upper E Traffic Management, ⾼⾼度管制システム)2が整備さ
れれば、ETMを活⽤する。⾃機の位置情報を発信する ADS-B (Automatic Dependent 
Surveillance-Broadcast)3など、空域で指定された装備品を搭載する。現状の法令では、
機外を視認できない状況を除いて⾒張り義務があり、それに⾒張り義務を代替えする
機能の具体化（産業規格整備等）が必要だ。例えば、RTCA(Radio Technical Commission 
for Aeronautics、⽶国 航 空 無線技 術 委 員 会 ) で作成 された GBSS(Ground-based 
Surveillance System, 地上型監視システム）に関する規格4 DO-381-A に準拠した地対
空レーダーや、対抗機を検知した際に⽔平⽅向の回避の助⾔を⾏うシステムとして開
発が進む TCAS(Traffic Collision Avoidance System) II のさらに後継である衝突回避シ
ステム ACAS-X (Airborne Collision Avoidance System-X) の無⼈航空機向け ACAS-
Xu5 の活⽤を検討している。電波については、現状では UHFの利⽤を想定しているが、
電波の異常時に備え、衛星通信その他の利⽤も検討している。将来的には ITU-R
（International Telecommunication Union Radiocommunication sector, 国際電気通信
連合無線通信部⾨）で制定される規則に準拠すると思われる 5030-5091MHzの C バン
ドでの電波⾒通し内範囲をメインに、電波⾒通し外の⾶⾏では 1610-1626MHzの Lバ
ンドの活⽤を検討している。さらに、電波異常時には RTCA で作成されているガイダ
ンスに準拠した対応を想定している。 
 

 
2 ETMについて https://utm.arc.nasa.gov/docs/2020-02-20-UTM-TableTop-2-Summary.pdf 
3 従来のレーダーよりも⾼い精度で⾃機の位置情報を、その他の速度や⽅向・⾼度といった情報と共に、
外部に発信するシステム。その空域の情報把握が強化され衝突リスクの抑制につながるので、⽶国では、
2020年 1⽉よりほとんどの管制空域にて⾶⾏する場合に装備が義務付けられる。詳しくは 
https://www.faa.gov/nextgen/equipadsb/。 
4 GBSS について https://www.soumu.go.jp/main_content/000573720.pdf 
5 Manfredi, G. and Jestin, Y. : An Introduction to ACAS Xu and the Challenges Ahead, 2016 IEEE/AIAA 
35th Digital Avionics Systems Conference, Sep. 2016, Sacramento. 



 9 

Ø 新たな路線での物資輸送（社会・経済への価値） 
ユース④では、(有⼈航空機では就航が困難であった)⾶⾏場間の貨物輸送を⾏うために、
航空交通管制圏の⾶⾏場間を航⾏し、管制指⽰による間隔等の維持に従う IFR での運
航を想定する。定期便およびチャーター便を想定している。速度よりも滞空時間や距離
を優先した⾼アスペクト⽐の固定翼機の利⽤が想定される。その他、ユース①の運⽤に
準ずる。 
ユース⑤では、航空交通管制圏外に設置された場外⾶⾏場間の定期的な貨物輸送（物流
拠点間／都市部の⾼度救急医療施設から離島／⼭間部等の医療施設等）を想定する。都
市部での運⽤を考慮し、垂直離発着機の利⽤を想定する。ペイロードは 200-400kg 程
度で最⼤離陸重量は 700〜1300kg 程度の機体の利⽤を想定している。また、⾶⾏場間
は数⼗キロメートル以上離れていると想定する。⾼度 500ft 以上〜10,000ftの範囲で運
航するため、ヘリコプター等の VFR 機と空域を共⽤することになる。VFR 機とのコン
フリクトを回避するため、専⽤空路（コリドー）の採⽤を検討し、IFR と類似した⾶⾏
⽅式での⾶⾏を想定する。事前に⼊⼒したルートを⾃動⾶⾏し、RPS の遠隔操縦⼠は
⾶⾏状況の監視、及び、航空管制から指⽰があった場合などの計画変更時に機体へ指令
信号を送信する。航空管制による間隔設定は提供されないため他の空域ユーザーとの
コンフリクト解消と衝突回避は、前述の専⽤空路に加え、機上の衝突回避システムを含
む、遠隔操縦⼠の⽬視の代替えとなる機能の具体化（産業規格整備等）が必要になる。 
ユース⑥では、航空交通管制圏外に設置された場外⾶⾏場間で、突発的（緊急時や災害
時）な物資輸送（地震や台⾵通過後の物資輸送など）を想定する。都市部での運⽤を考
慮し、垂直離発着機の利⽤を想定する。ペイロードは 200-400kg 程度で最⼤離陸重量
は 700〜1300kg 程度の機体の利⽤を想定している。また、⾶⾏場間は数⼗キロメート
ル以上離れていると想定する。⾼度 500ft 以上〜10,000ftの範囲で運航するため、ヘリ
コプター等の VFR 機と空域を共⽤することになる。VFR 機とのコンフリクトを回避す
るため、専⽤空路（コリドー）の採⽤を検討し、IFR と類似した⾶⾏⽅式での⾶⾏を想
定する。事前に⼊⼒したルートを⾃動⾶⾏し、RPS の遠隔操縦⼠は⾶⾏状況の監視、
及び、航空管制から指⽰があった場合などの計画変更時に機体へ指令信号を送信する。
航空管制による間隔設定は提供されないため他の空域ユーザーとのコンフリクト解消
と衝突回避は、前述の専⽤空路に加え、機上の衝突回避システムを含む、遠隔操縦⼠の
⽬視の代替えとなる機能の具体化（産業規格整備等）が必要になる。 
 
ユース⑤、⑥について、これらの物資輸送実績を重ねることで、旅客輸送への社会受容
性を⾼めることが期待できる。悪天候時の IFR ⾶⾏を可能とするインフラの整備で、
運航率の向上も期待するとの意⾒も添えられていた。 
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図１：ユース①②③④のイメージ 
 
 

 
 

図２：ユース⑤⑥のイメージ 
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3. 無操縦者航空機実装に必要な 26の技術や管理体制に関する要素 
 
JRPAS 委員会の、ロードマップ作成にあたり実施したアンケートは、2017年前後に NASA

（National Aeronautics and Space Administration、アメリカ航空宇宙局）が⾏った活動6と、
2020 年度エアバスが発⾏予定の UAM 実現に向けた 5 年間のアクションプラン7を参考に
している。 
 

NASA のロードマップでは、無⼈航空機に関しての組織の戦略を⽴てるべく、以下の４つの
観点において、必要な技術開発や環境整備、その優先順位、コスト、発展に向けての責任の
所在、組織の優位性などを議論した。実際の議論は表１の 26 項⽬に細分化されている。 
① 技術や標準の整備 
② 規制、⼿順の開発、次世代の航空交通システムとの連携 
③ インフラとその能⼒の拡充 
④ 社会受容性等 

 
NASA のこうした項⽬設定は、研究機関としての研究強化分野を⾒出す⽬的もあり、必ず

しも JRPAS 委員会が考える無操縦者航空機の実装に必要不可⽋な項⽬ではない。例えば、
地上⾛⾏の完全な⾃動化や、⾃律⾶⾏は、将来的な研究課題にあたり、要素技術の成熟・安
全性の確保に向けてかかる時間や投資を考えれば、無操縦者航空機の実装⾃体に早期に必
要不可⽋だとは考えられない。しかしステークホルダーからの強い要求があれば、実現に向
けて、議論や然るべき投資を始める必要もある。従って、今回の JRPAS 委員会のアンケー
ト作業にあたっては、我が国が無操縦者航空機実装に向けてとるべき活動とその優先順位
を⾒極めるため、NASA の⼀つ⼀つの項⽬について、幅広く委員の⾒解、問題意識、⾒通し、
または疑問を集めることとした。その結果が次項以降でまとめられている。 
我が国において、無操縦者航空機の実現に向けて、技術的な観点で必要な要素をまとめた
⽂献は存在する8910が、本報告書は、より広くの要素について、潜在的オペレーター・メー
カー・サービスプロバイダー・レギュレーター・その他とこれまで以上に幅広いステークホ
ルダーを巻き込んだものである。 
 

 
6 NASA 無⼈航空機ロードマップ 
https://ntrs.nasa.gov/archive/nasa/casi.ntrs.nasa.gov/20180006833.pdf 
7 コロナ禍のため、現時点では未発⾏。 
8 「無⼈航空機の運航技術における課題と展望 (前編)(通信 ・ 操縦⽅式 ・ 衝突回避における技術課
題)」久保⽒他 (2014) 
9 「無⼈航空機の運航技術における課題と展望(後編) : 空域/ATMにおける技術課題・国際動向・国内動
向」久保⽒他(2014) 
10 「無操縦者航空機の国内運航に伴う諸条件の検討」鈴⽊⽒他 (2018) 
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表１：無操縦者航空機実現に向けて検討した項⽬（NASA の活動より） 
技術や標準の整備 
T01-⾶⾏場⾯での運⽤技術:⾶⾏場での安全で効率的な着陸、タキシング、離陸ができる
ための機上／地上技術  
T02-衝突回避技術 (対航空機)：有⼈機のための管制システムで取り決められた要件や標
準に則った DAA（Detect and Avoid、衝突回避）技術 
T03-ハザード回避技術(対障害物や地⾯)：安全な低⾼度の運航のために取り決められた
要件や標準に則ったハザード回避技術 
T04-コマンド、制御、通信技術：安全でセキュアな C2（コマンド、制御）、管制通信、
⽬視外⾶⾏のために取り決められた要件や標準に則った C3（コマンド、制御、通信） 
T05-RPS 技術:無⼈航空機の様々なタイプ（⾃動／⾃律）のための RPS 技術、インター
フェース、ディスプレイ 
T06-フライトおよびヘルスマネジメントシステム ：⾶⾏状況の現状を評価し、予測し、
他機または RPS に伝えられる技術 
T07-耐空証明基準、標準、準拠の⽅法（MOC）：⾃律レベルに応じた耐空性の基準／標
準／準拠⽅法の開発と要領、Order, AC の発⾏ 
T08-ナビゲーション技術：求められる精度に応じた航法システム 
T09‒悪天候回避技術：気象検知と回避／対応技術 
T10-動⼒と推進機構技術 ：安全性や信頼性、耐久性を向上させる動⼒や推進機構の技術 
T11-⾃律化のためのアーキテクチャー：とても複雑な機能を持つ⾃律化のためのアーキ
テクチャ 
T12-ヒューマンファクターのガイドライン（無操機／ATC）：遠隔操縦⼠や管制のディ
スプレイ（情報、⽰唆、指⽰）の HFに関するガイドラインや標準 
規制、⼿順の開発、次世代の航空交通システムとの連携 
P01-空域管理のポリシーと⼿順：全ての空域における、空域管理のポリシーや⼿順の開
発と採択 
P02-運航ルールと規制と⼿順 ：内部通達(Order)、通達(AC)、航空情報マニュアル（AIM）, 
遠隔操縦⼠やクルーの資格、訓練やメディカル要件の開発と発⾏ 
P03-異常事態（contingency）の管理と⼿順：異常事態の計画やハンドリングに関するガ
イドラインの作成 
P04-次世代の航空交通システムとの互換性：有⼈機のための管制システムの安全性や効
率性を損なわぬよう、現在考えられている CARATSへの整合性を意識 
インフラとその能⼒の拡充 
I01-今の安全を維持した⾶⾏場インフラの改善 ：現在の⾶⾏場の使⽤頻度や安全記録を
確保しながら、無操機受け⼊れのための改修／改善 
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I02-今の安全を維持した空域管理インフラの改修 ：現在の安全や効率を維持した上で、
無操機のための現⾏および将来の管制システムの改修／改善 
I03-低⾼度の空域管理のインフラの充実：安全や効率を損なわずに、⼈⼝密集地)や低⾼
度の受け⼊れ容量を改善する airspace infrastructureの成熟化 
I04-適切に管理された電波： C2リンクおよびペイロードのための電波の定義と保全 
I05-試験⾶⾏のためのエリアやシミュレーションとモデリング環境：無操機のテストや評
価のため 
社会受容性等 
S01-運航安全基準と適合性証明⽅法（MOC）：安全要件や標準の確⽴ 
S02-サイバーおよび物理的なセキュリティ基準と適合性証明⽅法；ミッション全体の保
証と公共の信頼のため、潜在的なサイバー脅威の特定や対処、必要不可⽋なアセットの物
理的なセキュリティを確保するためのロバストなセキュリティガイドラインおよび物理
的なセキュリティ基準や技術 
S03-訴訟に対する法的フレームワーク 
S04-プライバシーガイドラインとルール 
S05 ‒騒⾳ガイドラインとルール 
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４. 実⽤化に向けて検討が必要な技術や標準の整備に関する委員の⾒解、問題意識、⾒通
し 

T01-⾶⾏場⾯での運⽤技術について  
 
本項⽬では、⾶⾏場⾯での無操縦者航空機のあり⽅について考えたい。 
まず初めに、ユース①〜④のケースを想定し、航空運送事業に⽤いられる T類11に類別す

るような航空機が就航している⾶⾏場⾯での、そうした航空機と共存した運⽤のあり⽅を
考える。 
データ通信機能を持った⼆次監視レーダーであるモード S トランスポンダー12が装備され
れば、航空管制は、⾶⾏場内の位置確認が⾼精度で可能となる。⼀⽅、T類の有⼈航空機と
の⾶⾏場、滑⾛路の共有については、有⼈航空機からの無操縦者航空機の視認性、有⼈航空
機と⽐較的速度の遅い無操縦者航空機が混在する状況を鑑みると、相当の間隔がタキシン
グ時に必要となる可能性があり、運⽤密度の⾼い⾶⾏場での運⽤はハードルが⾼そうだ。 
 したがって、中短期には、そうした有⼈航空機との共存を考慮しない、運⽤密度の低い⾶
⾏場、または、運⽤密度の低い時間帯での運⽤を考えるのが現実的であるが、モード S トラ
ンスポンダーや機体の視認性のために必要な装備への要件は、ユース①〜④のように共存
しうる⾶⾏場や空域を⾶ばす可能性がある限りは、満たしておくべき事項だと考えられる。 
 
格納庫から⾶⾏場エプロン内での移動は従来の航空機と同様のトーイングで⾏われる。ト

ーイング⾃体の遠隔操縦⼠、無⼈化の試み1314も⾒られるが、将来の研究課題と認識しここ
では議論しない。 
タキシングおよび離着陸は機体搭載カメラの映像および搭載機器（発動機・航法機器等）

のデータをデータリンクにより地上の操縦者が確認し、操縦指⽰を同じくデータリンクで
送ることで⾏われる。いずれも既存の技術で可能だが、安定的な通信のために専⽤の周波数
およびバックアップの周波数の確保が重要となる。 
 
無操縦者航空機に関わらず、イメージとして５年後には、⾶⾏場内マップを搭載してタキ

シング経路のデジタルでの指⽰と⾃動⾛⾏が可能となる機上技術が搭載され、10 年後には、
⾶⾏場⾯での CPDLC（Controller Pilot Data Link Communication, 管制指⽰のデジタル化）
が実現し、管制からのデータ通信による管制指⽰に⾃動で対応できる機上装置（必要によ

 
11 耐空類別について https://www.mlit.go.jp/common/001185484.pdf 
12 トランスポンダーについて https://www.mlit.go.jp/yougo/e-s.html 
13 ANA リモコンで⾶⾏機をプッシュバック 
https://travel.watch.impress.co.jp/docs/news/1194421.html 
14 JALの協⼒のもとトーイング トラクター⾃動⾛⾏実証実験 
https://www.zmp.co.jp/news/pressrelease_20190725 
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り、操縦者が介⼊）が搭載15、さらに 20 年後にはそうした機体の動作の監視を AI 技術が⽀
援することが可能になれば、操縦者の負担が軽減され、また安全性が向上するのではとの期
待の声があった。 
 
離陸に関して、有⼈航空機については、現時点ではエンジン推⼒を制御するスラストを除

き⾃動操縦が実装されていない。⾃動離陸には、離陸姿勢の制御技術の発展、（２発機を考
える場合では特に）エンジンの緊急停⽌時等での離陸の継続に関する判断と操作のあり⽅
の整理などが必要ではないだろうか。着陸については、有⼈航空機でもアプローチ、着陸、
ロールアウトまで⾃動操縦可能であることから、無操縦者航空機でも、⾼精度な衛星測位シ
ステムや⾶⾏機の着陸を⽀援する ILS（Instrument Landing System, 計器着陸装置）等を活
⽤することで、⾼度に⾃動化された着陸操作が現時点でも実現可能と考えられる。⼀⽅で、
敷設と施設の維持管理に⾼いコストがかかるような地上設備に依存しない、機上の離発着
誘導の開発も必要との声もあった。 
有⼈航空機との共存に話を戻すと、機上にいなくとも、操縦者が、周辺映像の取得や⾳声

通信可能で、他の航空機等と共通の状況認識が可能となる機上や地上の技術や設備が開発・
整備されれば、そうした共存が可能になる。ただし、繰り返しになるが、他機に⽐べて⾶⾏
速度が遅く軽量な航空機が交通流に混ざると、滑⾛路効率の悪化を招く懸念があり、⾶⾏場
運⽤⾯での対策検討も必要である。 
 
ユース⑤、⑥については、基本的に専⽤に設計された⾶⾏場の使⽤を考えている声が多い。
現状でも、ビル屋上、駅周辺等に場外離発着場やヘリポートが設置されていることもある
が、その⼤多数は常⽤に耐えうる設計ではないために改修が必要だ。 
格納庫と離着陸を⾏う⾯（例えばヘリパッド）の間の移動は、必ずしも⾃動化する必要は

ない。⾃⾛(⾶⾏による移動も含まれる)、⼈がトーイングカーを利⽤しての移動、または上
記で述べたトーイング⾃体の遠隔操縦化、無⼈化などが考えられる。その⾶⾏場の利⽤者は
少ないと考えられるため、そうした移動のハンドリングは、⾼度な⾃動化や⾃律的判断の技
術は必要なく、事前のプログラミングと⾶⾏場側でのモニタリングで⼗分と考えられる。た
だし、その場合でも、⾃動化とモニタリングについて、事故を起こした際の責任の所在は明
確にする必要がある。 
 
安全な離発着を⽀援するためには、⾶⾏場には周辺の気象情報を計測および操縦者に提供

できる設備が必要になる。また、都市部や低⾼度では衛星を使っての正確な位置情報取得が
難しい16ため、⾼精度に着陸誘導できる技術（⾚外線、画像認識、電波⽅式等）が必要だ。

 
15 昨今の降着装置の研究開発についてのレポート http://www.iadf.or.jp/document/pdf/28-5.pdf 
16 ⺠間標準化機関の１つ EUROCAE では、欧州航空安全機関 EASAと連携して、垂直離発着機の位置情
報把握機能への最低性能要件が議論されている。 
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さらに、機体側にとっても、⾶⾏場にとっても、そうした機器／設備に関する標準化が重要
になる17。 
地上ベースの DAA や、UTM (Unmanned aircraft Traffic Management, 無⼈機運航管理)

のような同じ空域の無⼈航空機の位置情報や運航情報を管理する仕組みに連動して、離発
着のスロットを⾃動的管理、および到着・出発する機体の⾃動⼊れ替えなどを⾏う管理シス
テムが、周辺のトラフィックの増加に伴い、⾶⾏場管理にも必要になってくるだろう。また、
そうした離発着許可を操縦者または機体に発信するための設備も必要である。駐機場の確
保も必要で、従来のヘリポートよりも広い⾯積が必要になる可能性がある。なお、⾮公共⽤
⾶⾏場を基地にする場合においては、受益者負担の運⽤スキームが必要となる。 
 
⾶⾏場⾯での運⽤技術についてのまとめ 
 
ユース①、②、③、④ 
l 短中期には、有⼈航空機との共存を考慮しない、運⽤密度の低い⾶⾏場、または、運
⽤密度の低い時間帯での運⽤を考えるのが現実的。運⽤密度の⾼い⾶⾏場での運航に
は 
Ø 操縦者が、他の航空機等と共通の状況認識が可能となる機上や地上の技術や設備

が開発・整備、さらに 
Ø 速度が遅く軽量な航空機の他の交通流への影響を抑える仕組みが必要か。 

l 地上⾛⾏に関しては、トーイング・タキシングで移動する有⼈航空機と同じ条件。今
後は、⾶⾏場内マップの搭載によるタキシング経路のデジタルでの指⽰と⾃動⾛⾏
（５年後）、⾶⾏場⾯での管制指⽰のデジタル化（10 年後）さらに機体の動作の監
視を AI 技術が⽀援（２０年後）し、操縦者の負担が軽減されると期待。 

l 離陸の⾼度な⾃動化に対応する機上、および／または地上の誘導設備の開発と標準化
に期待。 

l 周辺の気象情報を計測および操縦者に発信できる設備は必須。 
 

ユース⑤、⑥ 
l 専⽤に設計された⾶⾏場、または既存の場外離発着場やヘリポートを改修しての運
⽤。 

l 地上⾛⾏に関しては、その⾶⾏場の利⽤者は少ないと考えられるため、⾼い技術は不
要か。 

 
17 ⼩型垂直離発着機の⾶⾏場（vertiport）の設計⾃体の標準化活動は例えば⺠間標準企画団体 ASTM 
Internationalで 2017年から⾒られるが、離発着誘導のための設備の標準化は、現在の vertiport の議論で
は⾒られない。https://www.astm.org/DATABASE.CART/WORKITEMS/WK59317.htm 
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l 都市部や低⾼度では衛星を使っての正確な位置情報取得が難しいため、⾼精度に着陸
誘導できる技術（⾚外線、画像認識、電波⽅式等）開発と標準化による普及が必要か。 

l 周辺のトラフィックの増加に伴い、離発着のスロットを⾃動的管理、および到着・出
発する機体の⾃動⼊れ替えなどを⾏う管理システムが、⾶⾏場管理に必要か。 

l 周辺の気象情報を計測および操縦者に発信できる設備は必須。 
l ⾮公共⽤⾶⾏場の場合それらの受益者負担の運⽤スキームも必要。 

 
T02-衝突回避技術 (対航空機)に関して 

 
ICAO (International Civil Aviation Organization, 国際⺠間航空機関)⽂章 9854 では、他の

航空機とのコンフリクトマネジメントについて、戦略的対処（Strategic Mitigation）、間隔
設定（Separation Provision)、衝突回避 (Collision Avoidance)の３つの柱を定義している。 
 
戦略的対処とは、離陸前に、有⼈航空機とのコンフリクト確率を抑制またはコンフリクト

の可能性のある時間を抑制することを⽬的とした、⼿順と運⽤上の制限により構成される。
T01 で⾒たような、運⽤密度の低い⾶⾏場、および／または運⽤密度の低い時間帯での利
⽤や、他の航空機から隔離された空域の利⽤は、その⼀つである空域分離である。さらに、
該当する空域内の全ての航空機が従う必要のある共通構造（Common Structures）とルール、
例えば必ず搭載すべき装備品（⾃機位置を放送する共有の⼿段など）や専⽤空路（コリドー）
を設定することも戦略的対処の⼀つである。 
管制サービスを受けられる空域を⾶⾏する場合には、基本的に有⼈航空機に準拠した装備
品の搭載やルールに従った⾶⾏を⾏えばよいと考えられる。TBO（Trajectory Base 
Operation, 軌道ベース運⽤）18を先取りした形で⾏えれば理想だとの声もある。各航空機の
軌道は 4 次元軌道(全⾶⾏フェーズにおいて時間と位置で定義される軌道)で計算され、⾶
⾏前にコンフリクトが解消するように調整される軌道ベース運⽤は、有⼈航空機の次世代
管制システムで検討されている。回避動作は、搭乗者がいない分、有⼈航空機とは異なる可
能性がある。 
その他の空域においては、無操縦者航空機が安全・安⼼・⾝近に活⽤できる、新たな共通

構造とルールの検討が必要だ。UTMや ETMは、そうした構造やルールをより簡単に定義
および実現できるものであり、決してシステム単体で、無操縦者航空機が安全・安⼼・⾝近
に活⽤できるようになるわけでは無い。構造やルールの設定は基本的に航空当局が主体と
なって国際⺠間航空条約に基づき ICAO でハーモナイズしながら⾏うものではあるが、国
内固有のルールのあり⽅については官⺠で練り上げていくことが理想であり、我が国でも
今後更なる活動していくべきである。 

 
18 詳しくはhttp://www.tfossg.com/_userdata/TrajectoryBasedOperation.pdf 
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間隔設定について、現在の空域クラス分けを前提とすると、レーダーやトランスポンダー

を⽤いて、全ての航空機において管制間隔が設定される管制サービスが提供されるクラス
A、Bのような空域を利⽤することが、最も現実的な安全策と考えられる。ただし、不測の
事態や管制間隔の⽋如時における管制官の責任範囲の明確化等を考慮する必要があると想
像する。また、そのような空域に⾄るまでは⾮管制空域も含め他の空域クラスを⾶⾏するこ
とになる。 
⾮管制空域も含め他の空域クラスでは、有⼈機では他の機体との間隔維持に⽬視が重要な
役割をもっている。滑空機など、⽬視でのみの位置確認が可能な non-cooperativeといわれ
る航空機が多くある。⼈間による⾒張り義務の代替⼿段として、DAA システムが必要であ
る。DAA には、地上にある機器から有⼈航空機を検出し機体に回避の指⽰を出すもの（地
上の衝突回避システム）、無⼈航空機上の機器を利⽤して検出や回避を⾏うもの（機上の衝
突回避システム）、またはこれら 2つを組み合わせたものなどがある19。 
 
地上の衝突回避システム（地上 DAA）については、搭載重量、消費電⼒の観点からの⾃由
度はあるものの、設備投資が膨⼤だ。地上 DAA がインフラとして必要な場合、誰がどの予
算で設置するのだろうか。地上の衝突回避システムとしても様々な精度、様々な環境特性が
あり、また、コストと合わせて必要⼗分な仕様のものはまだ無い認識だ。 
機上の衝突回避システム（機上 DAA）については、TCAS II のさらに後継である衝突回避

システム ACAS-X  の無⼈航空機向け ACAS-Xu20 が、対抗機を検知した際に⽔平⽅向の回
避の助⾔を⾏うシステムとして開発が進んでいる。ただし，ACAS-X⾃体もまだ完全ではな
く、研究開発を続けていく分野だと考えられる。例えば、現状の TCAS は、最接近した航
空機を対象として回避操作指⽰が出されるが、接近している航空機が複数ある場合に最適
経路を計算することが、トラフィックの多い空域では必要であろう。相対的な回避指⽰では
なく絶対的な回避指⽰を出す技術に拡張し、⾃動操縦装置と連動し、事前の⾃動操縦モード
に優先して⾃動的に回避、事前の航路からの逸脱後に元の航路に戻る最適ルートを計算し
て、管制等とデータ通信を⾏うことを⽬指した研究開発を⾏っているというアンケート回
答者もいた。費⽤に関しては、空域や運⽤速度を限定することで、計測レンジを狭くするこ
とで重量・サイズ・コスト低減を狙うことも可能かもしれないとの意⾒もあった。 
  
 機上に操縦者のいない無操縦者航空機にとり、⾒張り義務を満たすには、地上からの⽬視
（回避に有効な⼿順を確⽴している必要がある）、またはその代替案⼿段が必要で、RTCA
や ATSM International等で⺠間標準化活動が活発だ。例えば、RTCA はクラス B~Gの空

 
19 以上、JARUS SORAより引⽤ http://jarus-rpas.org/content/jar-doc-06-sora-package 
20 Manfredi, G. and Jestin, Y. : An Introduction to ACAS Xu and the Challenges Ahead, 2016 IEEE/AIAA 
35th Digital Avionics Systems Conference, Sep. 2016, Sacramento. 
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域を通⾏する無⼈航空機または 150m 以上のクラス D~G の空域で作業を⾏う無⼈航空機
に求められる DAA の運⽤最低性能基準 DO-365 を策定しており、⽶国航空局 FAA は
Technical Standard Order(TSO)として引⽤する予定である21。⼩型の無⼈航空機の低⾼度
での運⽤のための DAA の標準規格は ASTM International F38 で議論されている22。ユース
ケース①〜⑥においても、遠隔操縦⼠の⽬視外での運⽤には、そうした標準規格の準拠が必
要になってくると考えられるが、DAA の機能である検知・意思決定・指⽰・実⾏・フィー
ドバックループ、いずれにおいても、⼗分と⾔える技術はまだなく、現状の装置は重量がか
さみコストも⾼い。また密度の⾼い空域では⾃動の回避⾏動が他の機体とのコンフリクト
の脅威を⾼めると⾔った報告がある状況である23。技術の進度を促すとともに、上でのべた
戦略的対処について、合わせて議論を深めていく必要がある。 
 
衝突回避技術 (対航空機)に関してのまとめ 
 
全てのユースにおいて 
l ⼈間による⾒張り義務の代替⼿段として、地上の監視者の然るべき⽬視、または DAA

システムが必要であると⾔える。 
l DAA には、地上にある機器から有⼈航空機を検出し機体に回避の指⽰を出すもの、

無⼈航空機上の機器を利⽤して検出や回避を⾏うもの、またはこれら 2 つを組み合
わせたものなどがある。 

l RTCA や ATSM International等で⺠間標準化活動が活発だ。いずれのユースケース
においても、そうした標準規格の準拠が必要になってくると考えられる。RTCA か
ら発⾏されている DAA の運⽤最低性能基準 DO-365 の調査などから初めてはどう
か。 

l DAA の機能である検知・意思決定・指⽰・実⾏・フィードバックループ、いずれに
おいても、完璧と⾔える技術はまだ無い認識で、技術の進度を促す必要がある。 

l 合わせて、無操縦者航空機が安全・安⼼・⾝近に活⽤できる、新たな共通構造
（Common Structures）とルールの検討が必要だ。 

 
21 ⽶国無⼈航空機標準規格動向
https://share.ansi.org/Shared%20Documents/Standards%20Activities/UASSC/ANSI_UASSC_Roadmap_
December_2018.pdf 
22 ⽶国無⼈航空機標準規格動向
https://share.ansi.org/Shared%20Documents/Standards%20Activities/UASSC/ANSI_UASSC_Roadmap_
December_2018.pdf 
23 EASA 無操縦者航空機等の規制コンセプト
https://luftfartstilsynet.no/globalassets/dokumenter/dronedokumenter/nytt-eu-
regelverk/easa_concept_paper_certified_category_issue2.1.pdf 
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l UTMや ETMは、そうした構造やルールをより簡単に定義および実現できるもので
あり、決してシステム単体で、無操縦者航空機が安全・安⼼・⾝近に活⽤できるよう
になるわけでは無い。あり⽅については官⺠で練り上げていく必要がある。 

 
T03-低⾼度⾶⾏におけるハザード回避技術について 

 
⾶⾏する空域については、障害物（鉄塔、電線、⾵⼒発電設備、⽊、ビル等）の確認をし

た上で、設定する必要がある。それでも、低⾼度であれば、航⾏するエリアの障害物環境が
変化する可能性は⾼く、また CFIT(Controlled Flight Into Terrain)と⾔って、問題のない操
縦者と問題のない機体でも⾶⾏⾼度よりも⾼い地形となる“⼭”に衝突してしまう事故はあ
る。障害物の情報の整備、障害物を回避した航路の設計、その航路に従った⾃動操縦、操縦
者による監視、さらにハザードに⾯した際の回避⽅法について検討が必要だ。 
有⼈航空機には、地形や障害物のデータベース情報、機体位置情報、機体データ、レーダ

等のセンサ情報を組合わせて、機体の予想される⾶⾏経路がデータベースに含まれている
地形⼜は障害物と衝突する恐れがある場合に、表⽰⼜は⾳声で操縦⼠に知らせる GPWS
（Ground Proximity Warning System、地上接近警報装置）や、より早いタイミングでハザ
ードを知らせるように改善した E-GPWS(Enhanced GPWS)、そして気流の乱れを予測し警
報を発出する PWS(Predictive Windshear System)が装備されているものもある。また、SVS 
(Synthetic Vision System)や EVS（Enhanced Vision System）など、地形データベース情報
を⽤いて外界の 3 次元イメージをコックピットディスプレイ等に表⽰し、遠隔操縦⼠の状
況認識を向上させる機能もあり、それらを検討する無操縦者航空機の運航に応⽤すること
はできるのではないだろうか。 
GPWS では、初期のものは電波⾼度計に頼っていたが、その後、GNSS と地形情報を併⽤

し、将来の地上接近の予測も⾏うよう改良されている。補正電波による航法精度の向上、さ
らに、警報のタイミングについて、障害物からの間隔は⼀定ではなく、航空機の速度が考慮
されている。GPWS を無操縦者航空機に応⽤するにあたっては、機体特性に合わせた回避
の指⽰の発報または⾃動操縦装置とのカップリングが必要と思われる。 
GPWS は、ウェザーレーダーやライダーを応⽤しており、地上⾛⾏物等による⼲渉を制御

する必要がある。 
無操縦者航空機のハザード検知は、有⼈機の従来のハザード回避システムから進化させて、

操縦装置とリンクさせ、回避の⾃動化が望まれる。しかし、ハザード回避には優先度の設定
が必要であり、その優先度に従った⾃動操縦モードの開発が必要となる。また、地形や障害
物のデータベースの更新・維持管理も重要な論点である。 
さらに、地形や障害物のデータベース、機体位置、機体データ（速度、⾼度、⽅位）、そ

の他、発⽣した不具合情報の記録がなされることも安全管理に重要である。 
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特にユース⑤⑥では運⽤には、低⾼度での障害物回避の為の、詳細な 3D障害物マップの
策定が必要だろう。これには莫⼤なコストがかかると予想される為、だれがコスト負担する
かがポイントとなる。また、データベースの更新⽅法と更新間隔の整理や、機体や RPS側
が最新のデータベースをインストールしていることを担保する仕組みが必要だ。さらに、障
害物のデータは安全に直結するため、その管理責任について予め整理しておくことが必要
と思われる。従来の航空におけるデータベースの管理の仕⽅や、都市の IT化の進捗を鑑み
ながら、あるべき姿を考えていく必要があるだろう24。 
 
低⾼度の障害物の管理については、事前の届出や⾼さ制限など法律の整備を望む意⾒もあ

った。また、３D障害物マップをクラウドで共有し、E-GPWS の機能を、⾞の衝突防⽌装
置と同様にカメラ映像、⾚外線映像やミリ波レーダーと兼⽤して向上させた装置で、電信柱
や低いアンテナも含め衝突回避を⽬指す意⾒もあった。さらに、センサに求められる機能性
能要件の標準化も必要になる。 
 
⼀⽅、ハザード回避の信頼性が⾼まれば、気象の制約を減らして運航することが可能にな

るとの期待も寄せられており、ユース④⑤⑥の就航率に影響してくるだろう。 
 
その他、操縦者、その他の地上のフライトクルー、さらには必要とあれば、その⾼度の管
制（ATMあるいは UTM/ETM）の役割を確認する必要がある。UTMでは特に、ハザード
回避に有益な情報の提供機能が期待されているが、しかし、ハザード回避⾃体の責任は、操
縦者として検討25されているようだ。 
 
低⾼度⾶⾏におけるハザード回避技術についてのまとめ 
 
ユース②⑤⑥について 
l ⾶⾏する空域については、障害物の確認をした上で、設定する必要がある。 
l ユース⑤⑥では特に、低⾼度での障害物回避の為の、詳細な 3D 障害物マップの策
定が必要だ。これには莫⼤なコストがかかると予想される為、だれがコスト負担す
るかがポイントとなる。さらに、障害物のデータは安全に直結するため、その管理
責任について予め整理しておくことが必要と思われる。また、データベースの更新
⽅法と更新間隔の整理や、機体や RPS側が最新のデータベースをインストールして
いることを担保する仕組みが必要だ。 

 
24 NEDOプロでも地上３Dデータの構築と標準化を進めている https://nedo-dress.jp/wp-
content/uploads/2018/09/kenkyuu_005.pdf 
25 FAA UTM ConOps 
https://www.faa.gov/uas/research_development/traffic_management/media/UTM_ConOps_v2.pdf 
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l 地上接近警報装置（GPWS, Ground Proximity Warning System）では、今後さらに、
GNSS だけでなく補正電波による航法精度の向上、さらに、警報のタイミングにつ
いて、障害物からの間隔は⼀定ではなく、航空機の速度を考慮する必要があるだろ
う。 

 
全てのユースについて 
l 無操縦者航空機のハザード検知は、有⼈機の従来のハザード回避システムを応⽤す

る際に、機体特性に合わせた回避の指⽰の発報または⾃動操縦装置とのカップリン
グが必要と思われる。 

l また、ハザード検知を、操縦装置とリンクさせ、回避の⾃動化が望まれる。しかし、
ハザード回避には優先度の設定が必要であり、その優先度に従った⾃動操縦モード
の開発が必要となる。 

l その他、操縦者、その他の地上のフライトクルー、さらには必要とあれば、その⾼
度の管制（ATMあるいは UTM/ETM）の役割を確認する必要がある。 

 
T04-コマンド、制御、通信（C3）技術について 

 
C2 リンクについてはセキュリティ要件も含め、無操縦者航空機の耐空性の⼀要素となっ

ている。設計・製造過程・現状いずれにおいても、深く検討して⾏かなくてはいけない。 
制御⽤の無線通信は 2種類（①遅延は少ないが短距離の伝送―⾒通し内電波、②⻑距離伝
送可能だが遅延が⼤きいー⾒通し外電波）⽤意し、遅延が⼤きいと遠隔操作困難な⾶⾏フェ
ーズ（離着陸等）は前者の無線通信、遅延が⼤きくても対応可能な⾶⾏フェーズ（巡⾏等）
は後者の無線を使⽤することが想定される。回線品質を⼀定以上(例えば、最低受信感度に
おいて BER10^-7 以下)にすることや、通信機能の故障確率を低くするのはもちろん、適切
な標準規格でセキュリティを担保、国や然るべき機関による安全性やセキュリティの監督
も必要であろう26。さらに、低⾼度など通信障害が避けられない環境もあるため、無線通信
途絶の場合のフェールセーフ機能も考慮する。 
 
遠隔操作に関わる通信障害が起きた際に、それでも ADS-B あるいはその他の⼿段で⾃機

の位置を送信し続ける機能を保持すること、また、通信障害を認識して、あらかじめ⼊⼒
した緊急対処⾶⾏モード（⾼度を上げて旋回する、最寄りの安全空域に移動して着陸・パ
ラシュート開傘等）に⾃動的に移⾏して時間を稼ぐとともに、稼いだ時間内に無線通信の
回復または他の周波数の利⽤などを試みる機能が必要だ。他の航空機が待機できるような
仕組みも必要になってくると思われる。 

 
26 ICAO RPAS Concept of Operations for International IFR Operations 参照 
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また、緊急着陸時（あるいは墜落時）は ELT( Emergency Locator Transmitter, 航空機⽤
救命無線機）による緊急周波数での遭難信号を発信すること、さらに地上側の損害を低く
するシステムの検討も必要だ。緊急着陸について、既存の有⼈航空機では地上被害の軽減
を考慮した構造要件は無いため、新たな視点での設計要件の検討も必要と思われる。さら
に、ユース⑤⑥など、緊急着陸できる場所を確保し、それを繋ぎながらの⾶⾏ルートを設
定していくことも必要になるかもしれない。いずれにせよ、第三者に危害が及ばないこと
を、⾶⾏地帯の⼈の動きなども考慮しながら、確率的に証明することが必要になってくる
と思われる。 
 
通信性能、電波異常時の対応、緊急時の対策、これらの性能から、運⽤の範囲が定まり、

操縦を⼈間がする場合の訓練要件が定まっていくだろう。通信異常時の対応について、
ICAO RPAS(Remotely-Piloted Aircraft System)パネルでの議論や、RTCA など⺠間標準化
機関での、ベストプラクティスのガイドライン化が検討されている。 
 
ユース①②③④では、管制との通信が特に重要で、操縦者と管制の間では、機体を介して、

衛星を介して、または地上を経由する無線または有線通信等、いずれかの⼿段で常時通信の
確保が必要だ。⾳声よりも、データ通信に重点をおいた通信形態になるであろう（ユース⑤
⑥は⾮管制空域を主に⾶⾏することを想定している）。その他、管制との通信のデジタル化
（CPDLC導⼊）27が進み、管制運⽤（例えば、ステップ上昇）の⾃動化なども有⼈航空機
で期待されていて、無操縦者航空機への適⽤も同じく期待される。 
 
この他、遠隔操作のための双⽅向通信および航空機情報を⼤量に地上へ送信するため、周
波数帯は⾼い⽅が望ましいのでは、航空機⽤インマルサット SBB サービスのような28安全
性が担保された⼤容量⾼速通信が必要になるのではという意⾒、データリンクの遅延につ
いて、操縦、管制機関との交信あるいは⾒張りについてどの程度まで許容されるかの検討が
必要との意⾒もあった。 

 
27 CPDLC について https://www.jstage.jst.go.jp/article/ieejjournal1994/123/6/123_6_344/_pdf 
28 SBBサービスについて https://www.inmarsat.com/aviation/complete-aviation-
connectivity/swiftbroadband/ 
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T05-RPS 技術に関して 

 
無操縦者航空機の地上の遠隔操縦⼠は、RPS にて機体を操作する。RPS のあり⽅について、

どのような情報を表⽰するかは、ICAO で議論されているが、無⼈航空機周囲の視覚情報、
他機からの ADS-Bなどの情報、機体情報（機体位置、エンジン情報、機体運動情報、シス
テムの健全性、エラー情報等）等、通常時・緊急時での操縦に必要な情報が最低限必要であ
り、あとは運⽤内容により追加することになると考えられるが、整理が必要だ。表⽰される
情報の信頼性と状況把握のあり⽅についても、議論が必要だ。例えば、有⼈航空機では、コ
ンピューター画像により前⽅の外界の様⼦を再現しさらに情報を付加する SVS という装備

コマンド、制御、通信（C3）技術についてのまとめ 
 
全てのユースについて 
l コマンド、制御の C2リンクについては、無操縦者航空機の耐空性の重要なパーツ

と考えられ、設計・セキュリティ・管理いずれにおいても、深く検討して⾏かなく
てはいけない。 

l 通信機能の故障確率を低くするのはもちろん、適切な標準規格でセキュリティを担
保、然るべき機関による安全性やセキュリティの監督が必要だ。第三者に危害が及
ばないことを、⾶⾏地帯の⼈の動きなども考慮しながら、確率的に証明することが
必要になってくると思われる。 

l 低⾼度など通信障害が避けられない環境もあるため、無線通信途絶の場合も考慮す
る必要がある。 

l 操縦に関わる通信障害が起きた際に、⾃機の位置を送信し続ける機能を保持するこ
と、また、通信障害を認識して、あらかじめ⼊⼒した緊急対処⾶⾏モードに⾃動的
に移⾏して、確保した時間内に無線通信の回復または他の周波数の利⽤などを試み
る機能が必要だ。 

l 他の航空機が待機できるような仕組みも考えなくてはいけない。また、緊急着陸を
知らせる信号の発信も必要だ。 

l 緊急着陸時（あるいは墜落時）は地上側の損害を低くするシステムの検討も重要で
ある。 

 
ユース①②③④について 
l 操縦者と管制の間では、機体を介して、衛星を介して、または地上を経由する無線

または有線通信等、いずれかの⼿段で常時通信の確保も必要になる。 
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品があり、操縦者の状況把握を⽀援すると有効性が⽀持されているが、⼀⽅で、誤った情報
の表⽰によりインシデントも起きている29。 
リアルタイム性の確保は必須要件で、検討する前提として最⼤遅延時間、最⼤ジッタ（信
号の揺らぎ）等、無線通信品質に関する定量的なデータを通信サービス事業者から提⽰して
もらうことは必須である。 
 
ユース①②④⑥では同時に複数機の操作をすることは当⾯考えない。ユース③⑤において

は将来的には 1 操縦者対多機体の運⽤を期待しているが、当⾯の⾶⾏については、複数⼈
の操縦チームで 1 機体を操作予定である。 
遠隔操縦⼠のその場での交代は特に問題はないのではないか。他の場所にある RPS およ

び遠隔操縦⼠に操縦を移⾏する際は、どのような⼿順にして何を注意すべきか、管制側への
連絡も含めて、議論を深める必要がある。そうした交代を⾏う必要性や、条件の整理から始
める必要があるのではないか。交代を⾏ったことにより、無操縦者航空機への操作指令が継
続されることを保証する必要がある。例えば、⾶⾏に影響を与える操作指令を出⼒するスイ
ッチ、レバーの位置を移⾏後の RPS は、移⾏前の RPS の状態と同⼀にする⼿順をフライト
マニュアルにて規定、RPS のインターロック機能によりハンドオーバー実⾏の判断機能を
組み込む等、複合的な対処があると思われる。航空管制への通知も、その必要性、連絡の条
件等、整理が必要だ。 
現在 ICAO で議論されている耐空証明は機体と通信および RPS を合わせてのシステムと

しての認証とされているが、RPS が複数存在するケースにどう対応できるかも確認が必要
である。同⼀タイプの機体に対して、複数の運航者で RPS を共有するというアイデアもあ
るようだ。すべての場合にセキュリティーを考慮する必要がある。 
 
⾶⾏の⾼度⾃動化が進み、遠隔操縦⼠の任務が操縦よりもモニタリングの要素が⾼まって

いる今、将来的には、１⼈の操縦者が複数の機体を担当する可能性はあるだろう。しかし、
1 ⼈による複数機操縦を想定する場合、GNSS、無線通信の途絶等、単⼀要因による複数機
同時異常発⽣時に、現実的な異常対処⼿順を規定するのは難しい。省⼈化に向けて重要であ
るが、その操縦者のインキャパシティを含め、問題発⽣時の対処に冗⻑性がなく、副遠隔操
縦⼠が複数の機体の⾶⾏をサポートする検討が現実的ではという意⾒がある。ミリタリー
分野での運⽤の実績も参考にしつつ最適解を今後検討することが必要である。 
ユース③⑤において（③の場合は成層圏）、複数の機体を同時に⾶⾏させるには、これか

ら整備が進むと思われる ETMや UTＭと、それに連携する⾶⾏システムの構築も必要にな
る。 
 

 
29 SVS のインシデント https://alpajapan.org/adot-40-10-honeywellが pc-12型機のインシデントを受け
て svsの調査/ 



 26 

RPS 技術に関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l RPS のあり⽅について、どのような情報を取得するか、データの信頼性、状況把
握（表⽰）のあり⽅についても、さらなる議論が必要だ。リアルタイム性の担保も
重要である。 

l ユース①②④⑥では同時に複数機の操縦をすることは当⾯考えない。ユース③⑤に
おいては将来的には 1 操縦者対多機体の運⽤を期待しているが、当⾯の⾶⾏につい
ては、複数⼈の操縦チームで 1 機体を操縦予定である。 

l 他の場所にある RPS と遠隔操縦⼠に交代の際は、どのような⼿順にして何を注意
すべきか、管制側への連絡も含めて、その必要性から、議論を深める必要がある。 

l 1 ⼈による複数機操縦を想定する場合、GNSS、無線通信の途絶等、単⼀要因によ
る複数機同時異常発⽣時に、現実的な異常対処⼿順を規定するのは難しい。省⼈化
に向けて重要であるが、その遠隔操縦⼠のインキャパシティを含め、問題発⽣時の
対処に冗⻑性がなく、副遠隔操縦⼠が複数の機体の⾶⾏をサポートする検討が現実
的ではという意⾒がある。 

 
T06-フライトおよびヘルスマネジメントシステムに関して 

 
無操縦者航空機では、RPS にて、機上の各機器の不具合データ、コンデションモニタリン

グの数値データなどをリアルタイムで受信し、機体の作動状況を監視する。運航中の故障予
測と対応への準備が無操縦者航空機にとっては重要で、⾶⾏の信頼性維持にどのような情
報を利⽤すべきか、研究が必要だ3031。現状は、パイロットによる感覚的な情報を加味して
運航継続の可否の検討などにも活⽤されているが、無操縦者航空機では、操縦者のそうした
五感的情報が⽋落するため、視覚(機体内外監視カメラ、サーモグラフィ)など、既存のデー
タでは得られない情報収集機能など代替機能が必要ではないか32。現在の無操縦者航空機
（グローバルホーク、ガーディアン等）では通信量が多いと考えられるが、多くの無操縦者
航空機が運⽤されると考えた場合、通信の圧縮技術の発展と、または／および、通信量を抑
えるための機上での作動状況監視機能の⾼信頼化や⾃律化に取り組む必要がある。 
 

 
30 ⾶⾏中に予定の経路を外れた場合に、故障部分を隔離し、隔離されなかった残存システムを活⽤する
ことで安全な⾶⾏を維持するフェールセーフの研究など：
https://www.jstage.jst.go.jp/article/japannctam/53/0/53_0_7/_pdf 
31 フライトデッキの設計と評価におけるヒューマンファクターの考慮：
https://medium.com/@FAASTeam/the-humans-behind-human-factors-e4b639cbac8b 
32 NASA等での検討やミリタリー分野での実装があるというー引⽤調査中 
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故障への対処について、有⼈航空機では、到着後に航⾏中のデータをダウンロードして集
計し、不具合の発⽣状況を解析して予防整備に役⽴てようという取り組みがなされている
3334。そこでは、取得するデータが増⼤する中、解析から整備のためのアクションへのプロ
セスがより簡素化を図れる機体システムデザインと⽀援技術が必要とされている。ユース
④のような頻繁に運航されるケースでも取り⼊れることで、整備性が上がると思われる。 
 
また、管制空域での航⾏の管理について、無操縦者航空機の RPS に送信されている、動態
/⾶⾏インテント情報を管制システムに流し、トラジェクトリー予測など活⽤するパスがつ
くれれば、無操縦者航空機の導⼊が進む可能性がある。ただし、現状の管制システムでは全
ての航空機の動態/インテント情報が完全には取得できないため、地上での予測に必ず不確
実性があるという課題は残る。有⼈航空機においても、⾶⾏中の地上-機上の情報共有を活
⽤した予測トラジェクトリーの⾼精度化が望まれている。 
 
安全な⾶⾏の維持のため、各⾼度の他の機体との情報共有が望ましいが、そのために、ど

のような情報をどのように通信すれば良いか、議論を深めていく必要がある。ADS-Bの送
信機と受信機ではどうかという意⾒や、セキュリティーの観点では情報共有は必要最低限
にすべきだという意⾒もある。有⼈航空機においても、他機との機上での通信による情報共
有に基づく、間隔維持・安全確保の主体（責任）の地上の管制官から操縦者への移⾏という
議論も存在し、有⼈航空機におけるそうした環境変化や技術の進度を把握していく必要が
ある。 
管制空域外でも、無⼈航空機や有⼈航空機のトラフィックが増えることが予想される、例
えば都市周辺の低⾼度では、UTMなど無⼈航空機の位置情報や運航情報を管理するシステ
ムの発展が望まれる。 
 

 
33 ヘリコプターの運⽤管理技術HUMS https://jaxa.repo.nii.ac.jp/?action=repository_uri&item_id=21812  
34 本分野での AI の活⽤事例 https://press.jal.co.jp/ja/release/201612/004059.html 
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フライトおよびヘルスマネジメントシステムに関してのまとめ 
 
全てのユースにおいて 
l 運航中の故障予測と対応への準備が重要で、⾶⾏の信頼性維持にどのような情報を
利⽤すべきか、研究が必要だ。 

l 無操縦者航空機では、操縦者の五感的情報が⽋落するため、代替機能が必要ではな
いか。 

l 今後は、通信の圧縮技術の発展と、または／および、通信量を抑えるための機上で
の作動状況監視機能の⾼信頼化や⾃律化に取り組む必要がある。 

l 管制空域での航⾏の管理について、無操縦者航空機の RPS に送信されている、動態
/⾶⾏インテント情報を管制システムに流し、トラジェクトリー予測など活⽤するパ
スがつくれれば、無操縦者航空機の導⼊が進む可能性がある。 

l 安全な⾶⾏の維持のため、各⾼度の他の機体との情報共有が望ましいが、そのため
に、どのような情報をどのように通信すれば良いか、議論を深めていく必要があ
る。ADS-Bの送信機と受信機ではどうかという意⾒や、セキュリティーの観点では
情報共有は必要最低限にすべきだという意⾒もある。間隔維持の責任の所在につい
ても、整理すべきである。 

 
T07-耐空証明基準、標準、準拠の⽅法に関して 

 
無操縦者航空機は、機体の状況が即時に操縦者に⼗分な信頼性を持って伝えられること、
⾮常時等でも操縦が⼗分な信頼性をもって⾏えるような RPS、通信、発動機、機体構造、シ
ステム全体としての安全確保が重要であり、そのための設計要件が必要である。また、従来
の耐空性に関する制度は、機上の⼈の安全リスクを考えた制度であり、完全な無⼈航空機に
対しては、そうした制度の変更が必要だ。例えば、航空機の安全保証のために参照されてい
る様々な産業規格（例えば、⺠間航空機の設計保証の計画と実⾏、そして安全性を考慮して
改善を続けていくためのガイドラインである⺠間標準化機関 SAE Internationalの発⾏した
ARP4754A）などの⾒直しも必要だ 。⼈が乗らないという前提条件の下では、空中や地上
の第 3 者への危害防⽌が焦点となり、機体のみではなく、C2リンク、RPS、発進・回収装
置、そして運⽤⽅法を横断的に⾒ていける体制が必要であろう。 
少なくとも CONOPS(Concept of Operations)や機体リスククラス（⼤きさ、最⼤離陸重
量、離着陸速度、巡航速度等）により対象とする機体を分類して対応する要件を考えること
が必要ではないだろうか。現在の T 類の有⼈航空機との空港や空域の共存を前提とするか
否かも要件の軽重に⼤きく影響すると思われ、考慮が必要かもしれない。適切な制度が、社
会的に価値ある技術の開発期間を短くし、適切な価格で提供することを可能にし、普及を早
めることができ、関連業界の活性化を促すことができる。無操縦者航空機の安全性を確保す
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るための基準は、ICAOで取り決め予定の内容を遵守し、且つ認証プロセスの簡略化が望ま
れる（有⼈航空機とのリスクの差を適正に評価し、⽶国や欧州の N 類の耐空性基準 FAR 
Part23/EASA CS-23 のような国際協調・性能準拠な規制、⺠間コンセンサスを活⽤した
MOC-Means Of Compliance、適合性証明⽅法-の適⽤、要求される安全性の再検討等)。 
 
電動またはハイブリッド推進の場合、新たな装備に対する“安全性を確保するための基準

（特別要件等）”の策定が求められる。その場合、現⾏有⼈航空機のように、機体も⾼価格、
維持に莫⼤なコストがかかるのであれば、社会的に価値ある技術でも普及が鈍化してしま
うため、FAR Part23/EASA CS-23 のような性能準拠な規制のあり⽅が望まれるが、平⾏し
てコンセンサス・スタンダートとなる産業規格の策定も必須となるので、産業界の更なる努
⼒が必要である。 
耐空証明に関わる要件は、諸外国とのハーモナイズを常に意識する必要がある。なお、国
際的に IFR で運航する遠隔操縦の航空機を対象とした耐空証明に関しては ICAO RPASパ
ネルで議論されており、基本的要件はそれに準ずる必要がある（ユース①③④に⼤きく影
響）。しかし、⼀つは、国際運航管制サービス先進諸外国が⾃国の製造者、運航者を特に優
先するような要件とならないよう、ICAOを通じて要件が最終決定される前に国際的なパブ
コメができる仕組みとなるよう、ICAOに働きかけることが必要という意⾒があった。また、
もう⼀つは、ICAOでハイレベルな要件が定められつつも、実際の耐空証明付与には申請者
がどのように各要件を満たすのかを提⽰する必要がある。航空局がそれを受け⼊れるか否
かの判断軸について、国内外における各ステークホルダーとの意識共有の必要があるとの
意⾒があった。 
さらに、産業規格を作るためには、研究機関、メーカー、試験センター、航空局と様々な
⽴場からデータを集め、解析を戦略的に⾏っていく必要がある。UAS における FAA による
パスファインダープログラムや ASSURE (Alliance for System Safety of UAS)といった各種
研究開発プロジェクトとや、社会実装⽀援プログラム IPP (Integration Pilot Program)プロ
グラムなどと航空局の連携を参考35に、無操縦者航空機実現に必要な知⾒、技術実証を含め
た評価とフィードバックの体制整備を考えていく必要がある。また、国際的な連携を重視し
て検討を進めるべきで、ASTM Internationalや RTCA、SAE Internationalといった⺠間標
準化機関での活動に、我が国のステークホルダーが積極的に関与していく意識づくり、体制
づくり、⽀援も重要である。 
 
技術開発や実証のための試験⾶⾏の実施については、その⽬的が、性能、安全性等の確認

と改善すべき点、技術的な課題の抽出であり、もともと⼀定以上のリスクを伴うものである
こと、試験⾶⾏の実施主体はもともと事故により機体を喪失するリスクの⾼い⾶⾏は⾏わ

 
35 FAAの無⼈航空機規制に向けた諸活動について 

https://www.jttri.or.jp/journal/report/no79_report01.html 
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ないこと等の前提であり、柔軟な許可が可能なように基本的な⽅針を明⽰すべきではと考
えられる。また⼀つの⾶⾏に複数の部署の許可が必要になる場合も多いことから、統⼀され
た⽅針のもとで同時並⾏的に許可が出されるような仕組み、体制も望まれる。 
 
ユース③は完全電動の⼤型無操縦者航空機で、FAA の 14 CFR part 21.17(b)のスペシャル
クラスの審査プロセスと対応する AC による型式証明が考えられている。 
 
耐空証明基準、産業規格、MOC (適合性証明⽅法）の⽅法に関してのまとめ 
 
全てのユースにおいて 
l 無操縦者航空機は、機体だけでなく、RPS、通信、発動機、機体構造とシステム
全体としての安全確保が重要であり、そのための設計要件が必要である。 

l 少なくとも CONOPS(Concept of Operations)や機体リスククラス（⼤きさ、最⼤
離陸重量、離着陸速度、巡航速度等）により対象とする機体を分類して対応する
要件を考える必要がある。 

l 性能準拠な規制のあり⽅が望まれる。 
l 国際的に IFR で運航する遠隔操縦の航空機を対象とした耐空証明に関しては

ICAOでハイレベルな要件が定められつつも、実際の耐空証明付与には申請者がど
のように各要件を満たすのかMOC を提⽰する必要があり、各国航空局はそれを
受け⼊れるか否かの判断をする必要があるため、その判断軸について、各ステー
クホルダーと意識共有する必要がある。 

l 産業規格を作るためには、研究機関、メーカー、試験センター、航空局と様々な
⽴場からデータを集め、解析を戦略的に⾏っていく体制が必要か。 

l ⺠間標準化機関での活動に、我が国のステークホルダーが積極的に関与していく意
識づくり、体制づくり、⽀援も重要である。 

l 技術開発や実証のための試験⾶⾏の実施については、柔軟な許可が可能なように
基本的な⽅針を明⽰すべきでは。 

l 統⼀された⽅針のもとで同時並⾏的に許可が出されるような仕組み、体制も望ま
れる。 

 
T08-ナビゲーション技術に関して 

 
ユース①③④のように、管制サービスが受けられる空域、IFR 機と空域を共有する場合に

は、性能準拠で管制間隔を定めているので、どのような性能があり、どのような監視で、ど
ういった通信であるか、に依存する。⾶⾏許可基準等が航法精度によって異なってくるの
で、運航するエリア等に合った精度を追求すべきだ。そのほか CARATS の動向に同調すべ
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きであるとの意⾒があった。さらに、天候が悪化した場合も他機に⽬視されるような⼯夫
も、有⼈航空機に⽐べ⼩さいために必要となろう。 
 
ユース①②のように調査を前提とした場合はそれほどの全天候性は必要としないと考え

られる。ユース④⑤のような物流では全天候性が重要となり、航⾏援助施設が充⾜していな
い⾶⾏場や洋上空域での利⽤も考慮して GNSS や衛星通信等を利⽤した航法が可能であれ
ばよいだろう。GNSS単体ではインテグリティ（完全性）が不⼗分であり、特に低⾼度での
精密な航法が要求される場⾯においてその信頼性に課題が有る。特に着陸誘導など、GNSS
精度の信頼性を向上させるための GBAS (Ground Based Augmentation System)および
SBAS(Satellite Based Augmentation System)といった衛星航法補強システムでの補強が必
要と思われる。なお、GBAS、SBAS の導⼊に関しては、設備費⽤も含めた検討が CARATS
で⾏われている36。また，2023 年を⽬途に SBAS による LPV（Localizer Performance with 
Vertical Guidance、 ⾮精密）進⼊が公⽰される予定であるという。 
 
ユース⑤、⑥について、航法システムとしては、主に GNSS が利⽤されると想定されてい

るようだが、航法制度向上の仕組みが必要である。⼈⼝密集地上空での低⾼度の⾶⾏や、そ
ういった場所での離着陸では、従来のナビゲーションに加え、メッシュの細かいレベルでの
ナビゲーションができる（例えば、道路に沿って上空を⾶⾏する等）ことが望まれる。 
 
ナビゲーション技術に関してのまとめ 
 
全てのユースにおいて 
l ⾶⾏許可基準等が航法精度によって異なってくるので、運航するエリア等に応じて
対応すべきだ。 

 
ユース④⑤について 
l 物流では全天候性が重要となり、航⾏援助施設が充⾜していない⾶⾏場や洋上空域

での利⽤も考慮して GNSS や衛星通信等を利⽤した航法が可能であればよいだろ
う。 

l GNSS の精度は特に低⾼度での信頼性に課題が有る。特に着陸誘導など、GNSS精
度の信頼性を向上させるためGBAS、SBAS 等での補強が必要ではないか。 

l ⼈⼝密集地上空での低⾼度の⾶⾏や、そういった場所での離着陸では、従来のナビ
ゲーションに加え、メッシュの細かいレベルでのナビゲーションができる（例え
ば、道路に沿って上空を⾶⾏する等）ことが望まれる。 

 
36 CARATS の議論について https://www.mlit.go.jp/common/001125073.pdf 
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T09‒悪天候回避技術に関して 

 
雲、⾬、雷、雪、雹等あらゆる悪天候が、運航に影響を与えうる。可視カメラを⽤いる場

合は、防氷などの悪天候対策が必要で、また可視カメラを使⽤しない運航など機上技術によ
る影響の抑制はもちろん、運航⾯での対応で影響を抑制する必要がある。 
ユース②、⑤、⑥は VFR ⾶⾏に準ずるものとの⾒⽅もあるが、VFR ⾶⾏では、現状では
有視界気象状態での⾶⾏が原則とされている。無操縦者航空機の場合は、チェイサーや監視
員を利⽤しない限りは、⽬視による視界の確保が不可となるため、現状と同レベルの機上気
象レーダーを装備するのか（できるのか）、計器⾶⾏状態を前提とした運航となるのか、⾶
⾏前の確認を含め新たな気象条件を模索するのか、等のいくつかの課題があると思われる。
いずれにせよ、地上からの操縦に際して，無操縦者航空機周辺の気象状況（⾬雲／降⾬／気
温／気圧／⾵向／⾵速／視程など）をリアルタイムに把握して活⽤できる装備を予め装備
することは必要だ。オペレーターの⽴場からは、各種気象センサーの装備を前提とした機体
の開発が望ましいとの意⾒があった。 
技術的には、近距離については、⽔分を含んだ気象状況を検知する気象レーダーやドップ
ラーレーダー機能が確⽴されており、データ通信による把握と管制との通信が適宜⾏われ
れば、近距離の気象状況による航路変更は可能であろう。 
今後は、⽔分を含まない晴天乱気流や確実なウィンドシアの検知、遠距離の気象状況を把
握して航路を検討する機上や地上設置ライダーのほかに機体搭載型のライダーの開発が望
まれる37。検知した気象状況に対応する⾃動操縦のあり⽅を検討するのも必要だ。 
 
ユース③については、成層圏⾶⾏を⾏うため、既存の気象情報に基づくフライト予測シス

テムの⾼⾼度化対応も期待している。トラフィックの少ない空港からの離発着を想定して
いるが、⼤空港と同様の地上気象ドップラーレーダーやソーダ（⾳波レーダー）、ライダー
(レーザーレーダー)38等による上空のリアルタイム気象観測を考えているという。機上にお
いては、従来の航空機に搭載されている気象レーダーで⼗分と考えており、ミッションの特
性から荒天中を⾶⾏する可能性は少なく、晴天乱気流についても速度がそれほど速くない
ことと⼈が搭乗していないため配慮は少なくて良いのではという意⾒がある。⼀⽅で、有⼈
機と同じ空域や⾼度を⾶⾏する時間においては、低速、低機動という機体の特性において有
⼈航空機側からの回避への依存を考慮すると、突⾵荷重に対する所要の構造強度や、機体の
⾶散やアコントロールにおける相応の配慮は必要である。 
 

 
37 JAXAでの晴天乱気流検知の研究http://www.jwing.net/news/8479 
38 ソーダやライダーについて https://criepi.denken.or.jp/research/review/No38/chap-4.pdf 
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ユース⑤、⑥については、低⾼度での運航が主となる為、地形や⼈⼯物による乱気流の影
響を⼤きくうけることが予想される。乱気流の影響が事前に予想される場所については、コ
ース設定の段階で回避するべきで、そのための⾵向による乱流発⽣状況を事前に解析でき
る必要が出てくる。⾶⾏中も、⾶⾏の安全に影響を与える気象状態の検知と回避ルートの設
定が必要で、リスクを認識し回避する⽀援システムさらにはシステムの⾃動化が望ましい
と考えられる。その際、専⽤空路の利⽤を考えていた場合には、他の空域ユーザーとの間隔
維持や通信の状態も鑑みる必要がある。 
 
悪天候回避技術に関してのまとめ 

 
全てのユースにおいて 
l 地上からの操縦に際して，無操縦者航空機周辺の気象状況（⾬雲／降⾬／気温／気
圧／⾵向／⾵速／視程など）をリアルタイムに把握して活⽤できる装備を予め装備
することは必要だ。 

l 無操縦者航空機の場合は⽬視による視界の確保がほとんどの場合できない。無操縦
者航空機にとっての気象状態の定義の確認が必要である。 

l 有⼈、無⼈に関わらず⽔分を含まない晴天乱気流や確実なウィンドシアの検知、遠
距離の気象状況を把握して航路を検討する機上や地上機能の開発が望まれる。 

 
ユース⑤、⑥について 
l 低⾼度での運航が主となる為、地形や⼈⼯物による乱気流の影響を⼤きくうける。
乱流発⽣状況を事前に解析してのルート設定が重要。⾶⾏中も、気象に関するリス
クを認識し回避する⽀援システムさらにはシステムの⾃動化が望ましい。その際、
専⽤空路の利⽤を考えていた場合には、他の空域ユーザーとの間隔維持や通信の状
態も鑑みる必要がある。 

 
T10-動⼒と推進機構技術に関して 

 
ユース④、⑤、⑥では、静⾳性やメンテナンス性、CO2削減などを期待して、電動発動機

の利⽤への期待がある。しかし、バッテリーの⾼性能化（重量、コスト、耐気候性等）、モ
ーター、バッテリーのパッケージングなどの製品化に関わる課題だけでなく、メンテナンス
に関わる課題なども多い。運⽤⾯においても、バッテリーの交換が短時間に、または／およ
びバッテリーの短時間での充電を可能するシステム開発も必要である。⾃動⾞産業などと
領域を超えた共同作業が必要でないだろうか。 
いずれのユースにおいても、動⼒の信頼性、耐久性を向上させる必要はもちろんであるが、

⼈が搭乗していないという無操縦者航空機の特性を反映させた上で、搭載の仕⽅や緊急事
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対応などにおける⼯夫で、第三者への安全性向上とコスト削減を両⽴させる⼯夫も必要で
ある。 
また、オペレーターの⽴場からは、メンテナンスを含めて外注できる環境も望ましいとの
声も上がっていた。 
 
動⼒と推進機構技術に関してのまとめ 
 
全てのユースにおいて 
l 電動発動機の利⽤には、バッテリーの⾼性能化（重量、コスト、耐気候性等）、

モーター、バッテリーのパッケージングなどの製品化に関わる課題や、洗浄、点
検⽅法などメンテナンスに関わる課題なども多い。また、バッテリーの交換が短
時間に、または／およびバッテリーの短時間での充電を可能するシステム開発も
必要である。 

l ⾃動⾞産業などと領域を超えた共同作業が必要ではないだろうか。 
l いずれのユースにおいても、動⼒の信頼性、耐久性を向上させる必要はもちろん

であるが、⼈が搭乗していないという無操縦者航空機の特性を反映させた上で、
搭載の仕⽅や緊急事対応などにおける⼯夫で、第三者への安全性向上とコスト削
減を両⽴させる⼯夫も必要だ。 

 
T11-⾃律化のためのアーキテクチャーに関して 

 
本項⽬は、JRPAS 委員会のスコープではないため、今回は省略する。 
なお、“⾃動”と“⾃律”の⾔葉が混同してしまうことがある。こうした⾔葉への定義も⺠間
標準化機関において試みられていて、ASTM Internationalによれば、⾃動システムは、“事
前定義されたプロセスを、⼈間の介⼊なしで⾃動的に⾏うハードウェアおよびソフトウェ
ア。⼈間が監視し優先命令を発令することができるもの”、⾃律システムとは、“システムが、
独⽴して⾃給⾃⾜で意思決定を⾏うことを可能にするハードウェア、ソフトウェア、または
両者の組み合わせ。⾃律システムは、その挙動を指⽰する規則および⽅策により統制され、
⾃発的に⽬標に向かうもの”と定義されている39。その上で、⾃動操縦は、⾶⾏中における機
体の姿勢の変化⼜は設定された⾶⾏条件に応じて，組み込まれたプログラムによってロー
タ，操だ⾯などを⾃動的に作動して，機体の運動（⽅向，⾼度，速度など），姿勢などを制
御すること，⼜はその機能を表し、⾃律⾶⾏とは、⾶⾏中に遭遇するあらゆる状況に対し，
地上からの指⽰によらずに，安全を確保した⾃動動作を継続し得る⾶⾏を表す。 

 
39 ASTM International Autonomy Design and Operations in Aviation: Terminology and Requirements 
Framework  https://www.astm.org/DIGITAL_LIBRARY/TECHNICAL_REPORTS/PAGES/1fe1b67c-
5ff0-488e-ab61-cb0d329bc63c.htm 
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航空への、例えば⼈⼯知能（特に機械学習）技術を利⽤した⾃律システムの導⼊は、昨今

海外で注⽬を集めており、FAA も EASA も認証に向けたロードマップを議論し、さらに⽇
本の航空局でも FAA 等と認証要件について議論をしているほどである。しかし、⾮決定性
をはらむシステムの航空機の安全性に関わる部分への認証のハードルは⾼く、⾃律化によ
って達成したい⽬的の明確化が何よりも重要とされている。航空への AI の応⽤については、
別途、AI 研究会を AIDA 内で組織されることになっている。 
 
⾃律化のためのアーキテクチャーに関して 
 
本項⽬は、JRPAS 委員会のスコープではないため、今回は省略する。 

 
T12-ヒューマンファクターに関して 

 
 無操縦者航空機が利⽤される場合に、いずれのユースケースでも、クリアランス、緊急操
作、状態監視は、⼈が介在すべきと考えられる40。 
操縦者の監視するディスプレイには、現⾏の航空機のコクピットで得られるパラメータ

（有⼈の⽣命維持：酸素供給装置や与圧装置のモニターを除く）のモニターは必要と思われ
る。遠隔操縦⼠のおかれる環境と機上の操縦者のおかれる環境についてのヒューマンファ
クターを考えると、機内の⾳、振動、匂い等の情報不⾜が懸念される。それに対応するデー
タを地上でいかに共有するか、検討が必要ではないだろうか。⼀⽅で、空間意識失調や疲労
等によるリスクは少ないのではと期待もあがっていたが、検証は必要である。 
遠隔操縦⼠、監視者など他のリモートフライトクルー、さらにできれば管制も、事前に承
認された経路を予定時刻に予定どおりの位置、⾼度、速度、⽅位に⾶んでいるかという多次
元情報のモニタリングが、必要ではないかとの意⾒があった。少なくともリモートフライト
クルー間では、責任、役割分担、緊急時のタスク等の明⽂化が必要である。 
 
ユース①、③、④について、管制において、インフラと CNS (Communication, Navigation, 

Surveillance, 通信・航法・監視)などの環境は変わるところはないと思われる。ただし、管
制の指⽰にしたがって間隔等の維持を⾏い⾶⾏をするため、管制にとって、その航空機が有
⼈か無操縦者かによって不測事態時の対応が異なってくると想定されるため、少なくとも、
その情報は管制側が知っておく必要があると思われる。 

 
40 ⾼度⾃動化によるヒューマンエラーの排除も重要であるが、操縦⼠によって避けられたインシデントも
多くある。航空安全と耐空証明とヒューマンファクターに関わる FAAのレポート：
https://medium.com/@FAASTeam/the-humans-behind-human-factors-e4b639cbac8b, 
https://rosap.ntl.bts.gov/view/dot/12411 
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無⼈航空機の C2 リンク喪失により制御不能状態であることを、管制を含め他の空域ユー
ザーにどのように知らせるか、ICAO RPASパネルで検討中であるという。また、ユース
③、⑤、⑥に関して、低⾼度や⾼⾼度の空域で航⾏する機体の位置情報や運航情報を管理す
る⽬的で開発されている新しいシステム（UTM、ETM）の議論において、同じ空域内での
情報共有の仕組みや、有⼈航空機の安全に影響を与える無⼈航空機に関わる情報のやり取
り（UTM-ATM-ETM の連携）について議論が上がっている。しかし、どのように知らせ
たら安全か、ヒューマンファクターを加味した具体的な検討は、我が国では知⾒がミリタリ
ー⽤途に限られているという。遠隔操縦⼠や管制のディスプレイ（情報、⽰唆、指⽰）のヒ
ューマンファクターに関するガイドラインや標準化活動は必要で、それを⽀持する研究活
動の促進が期待される。 
 
ヒューマンファクターに関してのまとめ 
 
全てのユースにおいて 
l クリアランス、緊急操作、状態監視は⼈が介在すべきである。 
l リモートフライトクルー間では、責任、役割分担、緊急時のタスク等の明⽂化が必
要である。 

l 管制にとって、インフラや通信・航法・監視などの環境は変わるところはないと思
われる⼀⽅で、少なくともその航空機が有⼈か無操縦者かは、不測事態時の対応の
ため、知っておく必要があると思われる。 

l 有⼈航空機の安全に影響を与える無⼈航空機に関わる情報のやり取りについて、ヒ
ューマンファクターを加味した具体的な検討は、研究初期段階との認識だ。 

l 遠隔操縦⼠や管制のディスプレイ（情報、⽰唆、指⽰）のヒューマンファクターに
関するガイドラインや標準化活動は必要で、それを⽀持する研究活動の促進が期待
される。 
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5. 実⽤化に向けて検討が必要な規制、⼿順の開発、次世代の航空交通システムとの連携に
関する委員の⾒解、問題意識、⾒通し 
 

P01-空域管理のポリシーと⼿順に関して 
 
基本的な空域管理のポリシーは、有⼈航空機と同等のものと考えるのが当然と思われる。
現在の空域クラス分けは、空域クラスよって、IFR で⾶⾏する航空機、VFR で⾶⾏する航
空機それぞれ、受けられるサービスやそのサービスを提供する条件（管制間隔の設定の有
無、有視界気象状態、速度制限や管制許可等）が変わってくる。無⼈航空機／無操縦者航空
機の参⼊は、現在の空域クラスの再分類のトリガーになる可能性はある。例えば、⽇本にお
いては空域クラスの上限⾼度が⽰されていないが、ユース③のような運⽤を考える上では、
空域の区切りの必要性はでてくるものと思われる。特に成層圏を、⽐較的管制規約の優しい
クラス E としての設定、さらには、新たな管制の仕組み ETM による管理への希望の声が
ある。あるべき姿について議論を深める必要があるだろう。 
ユース①、③、④について、もし、無操縦者航空機が従来の IFR 機と空域を分離されずに
混在する場合、機体間の管制による間隔設定に関しては、無操縦者航空機の動作性を考慮し
た設定を⾏う必要が出てくると思われる。最近では航空機の性能に基づいて管制間隔を定
めているので、検討する無操縦者航空機が、どのような性能をもち、どのような通信を⾏い、
どのような監視ができるか整理する必要がある。例えば、緊急操作が必要になった場⾯で、
回避操作の⽅法と、実⾏するための時間遅れを許容できるような間隔でなくてはならない。
無操縦者航空機で想定している機体の巡航速度は他の IFR 機より低速と考えられ、他の IFR
機との航路／空域の共存が難しいのではとの指摘も上がっている。 
ユース②、⑤、⑥では、VFR 機が⾶⾏する空域での運⽤が想定されており、滑空機など、

⽬視でのみの位置確認が可能な non-cooperativeといわれる航空機が多くある。そのような
航空機を、機上カメラやレーダ等で充分に監視できるかは実証が必要だ。さらに、これは有
⼈航空機にとっても課題であるが、無⼈航空機や無操縦者航空機などでは⽬視でも位置確
認ができないものが同じ空域を⾶⾏する可能性がある。また、密度の⾼い空域での DAA に
よる回避⾏動が、別の機体への接近をもたらしうることも指摘41されており、現在の DAA
技術進度（機上の操縦者の役割を地上の操縦者や機上のシステムが代替する上で、その機能
および信頼性が同等と⾔えるのか）を鑑みても、UTMなどを活⽤しての⾮管制空域を含む
低⾼度帯の共有構造やルールのあり⽅（T02 参照）について検討しなくてはならない。例え
ば、EASA は、都市上空での無操縦者航空機や“空⾶ぶクルマ”の利⽤は、UTM(欧州では U-

 
41 Airbus, Blueprint, 2017 
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Spaceと⾔われている)サービスが実装されていることが前提としている42。⽇本で、誰がそ
うした管理を実際提供するかの議論も必要である。 
 

 
P02-運航ルールと規制と⼿順に関して  

 
無操縦者航空機の安全な運航は、認証・登録・承認要件を満たしている航空機（無操縦者

航空機の場合、機体だけでなく、RPS や通信も含めたシステムとして）を⽤いて、該当する
認証/承認要件を満たしている運航者のもと、有能であり、免許があり、安全な⾶⾏の責任
を果たすことができる操縦者が、然るべき航空規則に従った運⽤を⾏うことで可能になる。 
 
航空機については、耐空証明のあり⽅について、すでに T02 で議論している。基本的な考
え⽅は ICAO RPAS パネルで議論されていることが制度として反映されるが、機体の耐空
証明に対して、RPS、C２リンク、発進・回収装置も含むこととなっている。その場合、複
数の RPS間をハンドオーバーする際の整理や、機体と RPS の作動寿命の差や機体の耐空性
と RPS の使⽤可能状況の不⼀致から、機体の耐空性が必ずしもシステム全体の耐空性を⽰
さないという課題への対処が必要である43など、ユースケースと照らし合わせて、引き続き
議論が必要である。 
 

 
42 EASA 無操縦者航空機等の規制コンセプト
https://luftfartstilsynet.no/globalassets/dokumenter/dronedokumenter/nytt-eu-
regelverk/easa_concept_paper_certified_category_issue2.1.pdf 
43 EASA 無操縦者航空機等の規制コンセプト
https://luftfartstilsynet.no/globalassets/dokumenter/dronedokumenter/nytt-eu-
regelverk/easa_concept_paper_certified_category_issue2.1.pdf 

空域管理のポリシーと⼿順に関してのまとめ 
 
ユース①③④ 
l 基本的な空域ポリシーは有⼈機と同じ。 
l 空域の区切り等調整は必要か。成層圏のクラス E 化や管理のあり⽅についての議論

の場を期待。 
l IFR 機と混在した空域を⾶⾏するために、無操縦者航空機の動作性の確認と機体間の
管制による間隔設定や管理のあり⽅について検討が必要か。 

ユース②⑤⑥ 
l Non-cooperative航空機への遭遇リスクは他のユースより⾼い。 
l 現在の DAA システムの性能が不⼗分との⾒解もあり、UTMなど⾮管制空域を含む
低⾼度帯の交通管理のあり⽅について検討が必要か。 
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運航者について、今回注⽬するユースケースのような航空機を利⽤した事業に関しては、
航空機使⽤事業（ユース①②③）または航空機輸送事業にあたり、然るべき許可が必要であ
ろう。無操縦者航空機として、許可を取得するにあたって、そぐわぬ項⽬もいくつか予想さ
れるが、議論は⾜りていない44。 
 
操縦者について、いずれのユースの場合でも、現状の有⼈航空機に必要な知識、技能、経
験で問題ない、航空⾝体検査については⼀部緩和の可能性もあるのではとの意⾒がある。た
だし、ユース⑤や⑥には、利⽤する機体や運航環境において、有⼈航空機の操縦者やクルー
等の要件よりも、⼩型無⼈航空機の操縦者やクルー等の要件の延⻑でルールが整備される
ことへの期待もある。つまり、有⼈機の免許ではなく⼩型無⼈航空機をベースとした免許の
創設への期待である。 
少なくとも、IFR⾶⾏に関わるユース①③④の操縦者、クルーの資格やメディカル⽤件は，

ICAO RPASパネルでの議論を参照する必要がある。 
また EASA では、無操縦者航空機に相当する無⼈航空機に対して、“Pilot 3-2-1 licensing”

コンセプトを打ち出しており、ユース①、③、④といった IFR ⾶⾏⽅式に準じた運⽤には
IRPL(ICAO international IFR Annex 1ʼ internationalʼ Pilot License)、ユース⑤⑥で但し
UTM（欧州では U-Space）のサービスが提供される環境での運⽤や、さらに⾼度に⾃動化
された垂直離着陸機で機上にパイロットが搭乗する運⽤に関して APL(the automation 
system-based aircraft pilot)の２つの異なるライセンス、さらに IPRLと APLに⼀つのトレ
ーニングコンセプト、つまり可能な限り調和されたトレーニング要件を⽤意するとしてい
る45。⽇本でもこうした、欧⽶の航空局で積極的に打ち出されている構想に協調する制度の
策定が望まれる。さらにこうした乗員ライセンスなどの分野での航空の安全に関する相互
承認協定（BASA, Bilateral Aviation Safety Agreement）適⽤を切望する声もある。 
 
運航者に関わる制度、操縦者に関わる制度、いずれも有⼈航空機で運⽤されているルー

ルの適⽤になるであろうが、我が国で整備が進む無⼈航空機のルール（特にカテゴリー
III）と有⼈航空機で運⽤されているルールがシームレスにつながる制度設計になるよう、
関係者で議論を深めていく必要がある46。 
 

 
44 ⽶国初のドローンによる航空運送事業認定に⾄る協議について https://www.jttri.or.jp/journal/early-
release/ 
45 EASA 無操縦者航空機等の規制コンセプト
https://luftfartstilsynet.no/globalassets/dokumenter/dronedokumenter/nytt-eu-
regelverk/easa_concept_paper_certified_category_issue2.1.pdf 
46 ⼩型無⼈機の有⼈地帯での⽬視外⾶⾏(レベル 4) の実現に向けた制度設計
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kogatamujinki/kanminkyougi_dai13/siryou1.pdf 
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また、航空規則について、基本的には有⼈航空機と同じ規則に則ることとなるが、無⼈航
空機の台頭を背景に⼤きく環境の変わる低⾼度の空を中⼼に、新たな共通構造（Common 
Structures）やルールを検討すべきかもしれない。特にユース⑥について、災害時、緊急時
における無操縦者航空機の活⽤を、有⼈航空機など第三者の安全性を担保しながら実現す
るためにルールやガイドラインの制定が必要ではないだろうか。 
 
運航ルールと規制と⼿順に関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l 運航者に関わる制度、操縦者に関わる制度、いずれも有⼈航空機で運⽤されているル

ールの適⽤になるであろうが、我が国で整備が進む無⼈航空機のルール（特にカテゴ
リーIII）と有⼈航空機で運⽤されているルールがシームレスにつながる制度設計にな
るよう、ICAOや欧⽶航空局の議論を参照にしながら、引き続き、議論が必要。 

 
P03-異常事態（contingency）および緊急事態（Emergency）の管理と⼿順に関
して  

 
今回のユースではいずれも、⼈命が機上にないため、機上に異常が認められた際に求めら
れる挙動は有⼈航空機のものとかなり異なってくる。現状では、遠隔操縦が不能となった際
は事前指定の⾃動操縦でその場でホバリングまたは周回したり、事前に決められたルート
を⾶⾏したり、拠点に帰還、または緊急着陸等が想定されている。通信断絶など、どの時点
で異常事態時の対応への移⾏を判断するか、制御不能となる緊急事態についても、移⾏した
との判断、その際の⼿順（周囲への周知⽅法を含めて）の議論が必要である。 
ユース①③④の運航に近しい運航環境については、現在 ICAOで検討中のはずである。ま

た、RTCA など⺠間標準化活動でも、ユース⑤⑥のケースに近しいものも含めて、ベストプ
ラクティスが議論されている認識だ。 
 
現在公⽰されている有⼈航空機の航法関連の通達には不具合発⽣時の対応が含まれてい

る。詳細な記述は必要ないが，緊急時の対応の基本となるガイドラインは通達で定めて、メ
ーカーは通達のガイドラインに基づき詳細な⼿順を設定し、運航者が同じ基準に沿うよう
な環境整備する必要があるのではないか。  
 
特にユース⑤⑥のケースでも考えられる低⾼度での運航については、異常事態発⽣から許
容される対応に要する時間が⾮常に短い。瞬時の状況認識、対応には⾃動化が⽋かせない。
5 年後までは異常事態への対処の補助システムが、10 年後には完全⾃動の異常事態対応シ
ステムが実装されることへの業界の希望がある。その際には、現在議論が進⾏する UTMや
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既存の管制システムとの連携が不可⽋になってくる。なお、ユース⑤⑥に近しい“空とぶク
ルマ”の開発に関連して、NASA の AAM(Advanced Air mobility)プロジェクトでは、具体的
な異常事態のシナリオを⽤意して、⾃動化された対応の検討がなされているという。 
 
また、⾃動⾞業界では NCAP（New Car Assessment Program）47と呼ばれる安全な⾞両の

普及を促進しようとする評価基準、ガイドラインがある。NCAP では法規の有無や規定レ
ベルに関わらず、消費者に有益な情報として、様々な安全性能を評価し公表する。異常時対
応に関わる装備品や、緊急事態発⽣時のレスキューに関わる⾞体への要求性能なども含ま
れている。この評価点はクルマの販売数量に⼤きな影響を与え、ほとんどの⾃動⾞メーカー
が開発の拠り所となっている。多種多様な機器が開発され、相当数の機数が運⽤されると⾒
込まれる無操縦者航空機（特にユース⑤や⑥）では、こうした仕組みも、業界全体で安全性
を向上させる仕組みとして有効ではないだろうか。 
 
異常事態（contingency）および緊急事態（Emergency）の管理と⼿順に関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l 通信断絶など、どの時点で異常事態時の対応への移⾏を判断するか、制御不能とな

る緊急事態についても、移⾏したとの判断、その際の⼿順（周囲への周知⽅法を含
めて）の議論が必要である。 

l ICAOや RTCA 他の⺠間標準化活動における議論、また NASA AAMなどでの議
論を参考に、我々のユースに関して、我々⾃⾝も議論を深めていく必要がある。 
 

ユース⑤⑥ 
l 低⾼度での運航については、異常事態発⽣から許容される対応に要する時間が⾮常

に短い。瞬時の状況認識、対応には⾃動化が⽋かせない。 
l 5年後までは異常事態への対処の補助システムが、10 年後には完全⾃動の異常時対
応システムが実装されることへの業界の希望がある。 

l ⾃動⾞業界における NCAP のような、法規ではないが、販売台数に影響を与える
ため、業界全体で安全性を向上させるような仕組みも考えていく必要があるので
は。 

 
P04-次世代の航空交通管理との互換性に関して 

 

 
47 NCAP について https://ja.wikipedia.org/wiki/New_Car_Assessment_Programme 
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無操縦者航空機の運⽤は、有⼈航空機のための航空交通管理（ATM）の安全性や効率性
を損ねるべきではない。無操縦者航空機のいずれのユースケースも、既存のシステムとの摩
擦や調整は少なからず⼤きいと思われる。既存のシステムにイノベーションを引っ張られ
るのはふさわしくないかもしれないが、共通する課題もあり、次世代の有⼈機の航空交通シ
ステムを検討する CARATS (Collaborative Actions for Renovation of Air Traffic Systems, 将
来の航空交通システムに関する⻑期ビジョン)との情報や意⾒の交換は重要である。全体と
して、無操縦者航空機との性能差も鑑みた性能準拠型のシステムになっていくことが望ま
れる。 

 
また、ユース⑤⑥では、⾮管制区での運航、低⾼度での運航が想定されている。CARATS

における低⾼度のトピックとしては、ヘリコプター向けの低⾼度 RNAV（Area Navigation, 
広域航法）運航48の環境整備の話が上がっている。こうした、低⾼度帯の管制サービスの充
実を進める⽅が UTM の発展につながるのではという意⾒もあれば、欧⽶のように数が伸
びる⼩型無⼈航空機の管理に向けて UTMの実装を進め、UTMと航空管制との連携を深め
ていくのが必要との意⾒もある。また、VFR で⾶⾏する有⼈航空機の利便性も、将来のあ
り⽅を議論する上で、尊重すべきであるとの意⾒もある。 

 
ユース③が求める⾼⾼度の新たな交通管理や情報共有に関わる ETM とユース⑤⑥の実装

で⼀部関わる低⾼度の UTM について、将来的に UTM-ATM-ETM が連携され、低⾼度、
⾼⾼度と ATM の連続性の確保あるいは連携がなされることは、無操縦者航空機の運航者
にとってだけでなく、無⼈航空機の異常事態からの影響を抑制する上でも重要である。どの
ような体制をとるべきか、我が国でも議論を始めるべきではないか49。 
 
なお、航空機運航の安全性や効率性を向上するため、ICAO の推進している運航に係る全

ての関係者が多種多様な情報を提供・利⽤・管理できる SWIM（System Wide Information 
Management）という次世代の情報共有基盤50は、CARATSのトピックでもあり、UTM-ATM
（あるいは ETM）の連携に有益な仕組みの⼀つと⾔える。 
 

 
48 IFR RNAVについて https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/12/120606/01.pdf 
49 ⽶国ATM-Xプロジェクト：https://www.nasa.gov/aeroresearch/programs/aosp/atm-x/atm-x-project-
description 
50 SWIMについて https://www.enri.go.jp/research/kenkyu/M-16-01.html 
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次世代の航空交通システムとの互換性に関してのまとめ 
 

全てのユースについて 
l 有⼈航空機のための管制システム（ATM）の安全性や効率性を損ねるべきではない。

CARATS との情報や意⾒の交換は重要。 
Ø 無操縦者航空機との性能差も鑑みた性能準拠型のシステムになっていくことが
望まれる。 

 
ユース③⑤⑥について 
l ユース③で期待されている ETM とユース⑤／⑥の実現に重要とされている UTM

は、当然ながら、ATMと連携されることが重要。 
l ETM/UTMの実装に向けた議論や ATMとの連携に向けて必要な議論や体制は、我

が国では現状は⼗分でなく、促していく必要があるのでは。 
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6. 実⽤化に向けて検討が必要なインフラとその能⼒の拡充に関する委員の⾒解、問題意識、
⾒通し 

I01-今の⾶⾏場インフラの改善に関して 
 
ユース①、②、③、④について、T01 でみた議論から、当⾯、混雑空港等を基地としての
運⽤は考えられず、⼀⽅、運⽤密度の低い⾶⾏場であれば、現在の⾶⾏場のテンポや安全記
録を確保しながら、無操縦者航空機を受け⼊れることについての問題はないとの意⾒があ
った。 
⼀⽅で、垂直離着陸機を利⽤したユース④に関連して、⾼性能な FMS(Flight Management 

System, 航法⽤機上コンピューター)を利⽤した低⾼度の RNAV 運航を 5 年内に現⾏ヘリ
コプターで開始し、有⼈航空機との共存の道をはかるのはどうかとの意⾒があった。 
また、ユース③で検討している機体は、その⼤きさから既存⾶⾏場をそのまま活⽤するこ

とは難しい。今後機体改良の可能性はあるが、⼤幅なサイズ縮⼩がない限り、⾶⾏場につい
ては既存のものを改修、あるいは新たに⽤意したりすることになる。本ユースケースの重要
性が理解され、我が国で試験⾶⾏場の整備が⽀援されることへの期待が寄せられた。 
ユース⑤や⑥に関する⾶⾏場の新たな整備にあたっては、騒⾳対策、安全性、地域への間
接的な利益を考えていくことが重要であるとの声が上がった。 
 
いずれのユースケースの⾶⾏場においても、無操縦者航空機の運⽤のため、⾶⾏場⾯だけ

でなく上空の気象情報の収集の強化が重要であろうとの⾒通しだ。 
 
インフラの整備は、誰がいつどこからやっていくかの議論も必要である。ユース④／⑤に

関連して、昨今のコロナ禍を⾒ても、物流の重要性は今後も⾼まる。国も積極的になって、
無⼈航空機／無操縦者航空機を恒常的に運⽤できる空港を 2〜３か所（５年後）、5~10 か
所（10 年後）、100 か所以上(20 年後)と整備していくべきではないかという意⾒があった。
また、特に垂直離着陸型について、既存の⾶⾏場内でも他の航空機とのコネクションを考え
た場所への離発着帯の設置、また都市部での⾶⾏場と空路の設定は不可⽋との意⾒もある。 
⼀⽅、垂直離着陸型の実⽤にかかる投資やコストを考えると無操縦者航空機の初期的な実
⽤としては固定翼機やヘリコプター型が現実的で、そちらのニーズにあったインフラ整備
に取り掛かることが必要と⾔う意⾒があった。 
 
今の⾶⾏場インフラの改善に関してのまとめ 
 
ユース①②③④について 
l 当⾯、混雑空港等を基地としての運⽤は考えらない。 
l ⾶⾏場⾯だけでなく上空の気象情報の収集の強化は重要。 
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l ユース①④の実現性は⾼く、こちらのニーズにあったインフラ整備から取り掛かる
のはどうか。 
 

ユース③について 
l その⼤きさから既存⾶⾏場をそのまま活⽤することは難しい。我が国で試験⾶⾏場

の整備等が⽀援されることへ期待。 
 
ユース④⑤について 
l 物流の重要性は今後も⾼まる。無⼈航空機／無操縦者航空機を恒常的に運⽤できる

空港が 2〜３か所（５年後）、5~10 か所（10 年後）、100 か所以上(20 年後)と整
備されていくべきではないか。 

l ⾼性能な FMS を利⽤した低⾼度の RNAV 運航を 5 年内に現⾏ヘリコプターで開始
し、有⼈航空機との共存の道をはかりたい。 

l 既存の⾶⾏場内でも他の航空機とのコネクションを考えた場所への離発着帯の設置、
また都市部での⾶⾏場と空路の設定へ期待。 

 
I02-空域管理インフラの改修に関して 

 
ユース①②③④は、従来の空域管理インフラを利⽤することとなるが、現状の空域管理シ

ステムで問題ないという意⾒がある。または、インフラの改修が必要ならば、現在の安全や
効率を維持した上で⾏っていく必要がある。管制システムは概ね 10 年で世代交代しており、
丁度最近、世代交代が完了した所であるため、次の 2030 年に向けた設計がそろそろ始まる
と考えられる。そのため、明確な⽅向性がないと厳しいのではという意⾒があった。I03 で
議論する低⾼度の空域管理との連携をどうするかについては、早急に⽅向性を決める必要
がありそうだ。 
 
空域管理インフラの改修に関してのまとめ 
 
全てについて 
l 従来の空域管理インフラで問題はないのでは。必要ある場合には、管制システムの設
計に加味するために、早急に⽅向性を⽰す必要がある。 
 

I03-低⾼度の空域管理のインフラの充実に関して 
 
ユース⑤⑥では、管制による間隔維持等のサービスを受けられない、⽐較的低⾼度の空域

を主に⾶⾏予定である。トラフィックが増えた時などを考慮すると、空域内の全ての航空機
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が従う必要のある共通構造（Common Structures）とルールが有効であり、UTMなど含め
た新たな交通管理の仕組みが必要になってくる。例えば、管制エリアの空域管理にレーダと
⾳声通信のインフラがあるように、低⾼度で⾶⾏する場合も、これらに替わるものが必要で
はないだろうか。また、安定した電波などが保証される場所に専⽤空路があれば、遠隔から
の監視がしやすくなり、また VFR で⾶⾏する有⼈航空機にとっても状況把握がしやすいと
の意⾒もあった。なお、UTMは、そうした構造やルールをより簡単に定義および実現でき
るものであり、決してシステム単体で、無⼈航空機が安全・安⼼・⾝近に活⽤できるように
なるわけでは無い。 
 
P01 で触れたが、例えば、EASA は、都市上空での無操縦者航空機や“空⾶ぶクルマ”の利
⽤は、UTM(欧州では U-Spaceと⾔われている)サービスが実装されていることが前提と
されている51。また、FAA は、⾮管制エリアに UTMが実装された際には、UTMに接続
する無⼈航空機に不測の事態が起きて、管制サービスを受けている有⼈航空機に影響があ
る場合にタイムリーな介⼊を FAA や管制が⾏えるよう必要なデータを UTMから管制側
に送れる体制作りが必要としている52。さらに、UTMとは⽐較的低⾼度（150m）以下の
サービスと考えられ、⽶国における“空⾶ぶクルマ”の議論では、ATMや UTM下で運⽤
される機体との間隔を維持するために、業界標準または FAA が整備するガイドラインに
基づいて、利害関係者のコミュニティによって共同で開発され運⽤されるコリドーの活⽤
を前提としている。コリドー内の運航での他機との間隔維持は、機体の DAA 機能と
PSU(Provider of Services for UAM)による各種⽀援によるものとされている。PSUは
UTMや ATMとの情報の連携や、コリドーにおける各種情報の集約・管理をするという
53。 
我が国で UTMなどを通して、どのような空域管理を⾏っていくか、UTMや PSUに期
待されている機能の提供者や、国または然るべき機関のサービスの監視なども含めて、議
論を進めていく必要がある。我が国でも次の 5年で UTMの開発の促進を、10 年で管制と
の協調の促進が図れたらとの声もでた。 
 

 
51 EASA Certified カテゴリーの制度コンセプト
https://luftfartstilsynet.no/globalassets/dokumenter/dronedokumenter/nytt-eu-
regelverk/easa_concept_paper_certified_category_issue2.1.pdf 
52 FAA UTM ConOps V2 
https://www.faa.gov/uas/research_development/traffic_management/media/UTM_ConOps_v2.pdf 
53 FAA UAM ConOps V1 
https://nari.arc.nasa.gov/sites/default/files/attachments/UAM_ConOps_v1.0.pdf 
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 また、都市部では GNSS を使っての正確な位置情報取得が難しく、また誤差を改善する⼿
段も限られている54ため、誤差があることを前提とした運⽤⽅法や、地上インフラの整備が
必要になってくる。 
 
低⾼度の空域管理のインフラの充実に関してのまとめ 
 
ユース⑤⑥について 
l UTMなど新たな交通管理の仕組みが必要である。 
l 我が国で UTM などを通して、どのような空域管理を⾏っていくか、UTM や PSU 

サービスの提供者や、国または然るべき機関のサービスの監視なども含めて、議論を
進めていく必要がある。 

l UTMの開発の促進（5年後）を、管制との協調の促進（10 年後）を図りたい。 
 

I04-適切に管理された電波に関して 
 
ほとんどのケースで、C2リンクに関しては RPS との⾒通し範囲距離内においては直接、
⾒通し範囲外においては衛星通信を介して⾏われることが想定されており、有⼈航空機に
⽐べて衛星通信を多⽤するため，衛星通信の通信途絶等の影響（電離層などの環境条件も含
む）を有⼈航空機以上に受けるのではないか危惧される。冗⻑性の確保のために最⼩限⾶⾏
の継続に必要な情報については多重化が必要となる。 
C2リンク以外にも、CNS のための電波の確保が必要だ。 
 
周波数が限られている中、従来の航空⽤電波を、無操縦者航空機にどこまで利⽤するかは、
ユースケースにそって、議論を深めていく必要がある。例えば、VHF⾳声通信に関しては，
同空域を⾶⾏する他機パイロットが会話を聞くことができる環境であることが望ましい。
航空機⽤電波とは別の商⽤電波を利⽤する際に、⼀般に開放されているネットワークの場
合、ハッキングやデータのコンフリクト、遅延等の問題がある。また、UTM等で低⾼度で
の交通管理を⾏う上で位置情報の把握について、端末の増⼤やデータ量増加に対応しうる
とセルラー網への期待の声も上がっているが、要求性能とセルラー網の電波品質、必要なイ
ンフラ改修にかかるコストも踏まえて検討すべきである。 
 
ユース③については、C2 リンクについては、C バンドの 5GHz を利⽤を検討しており、
早期のバンドプランの確⽴と製品化による利⽤ができる状況に、ペイロードに関しても、

 
54 ⺠間標準化機関の１つ EUROCAE では、欧州航空安全機関 EASAと連携して、垂直離発着機の位置情
報把握機能への最低性能要件が議論されている。 
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ITU-R に沿った形での運⽤を考えており、また、モバイルダイレクト通信のサービス提供
を想定しているため、RPS と同等の周波数帯を利⽤できる状況を期待しているという。 
また、ユース⑤などでは、⼩型無⼈航空機の活⽤を起点に上空での利⽤が期待されている
セルラー網の利⽤への関⼼も上がっているが、指向性が⾼く到達距離が短いため C2リンク
として利⽤できるのか疑問も指摘されている。 
 
適切に管理された電波に関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l 有⼈航空機に⽐べて衛星通信を多⽤するため，衛星通信の通信途絶等の影響（電離層

などの環境条件も含む）を有⼈航空機以上に受ける。 
l 周波数が限られている中、従来の航空⽤電波を、無操縦者航空機にどこまで利⽤する

かは、ユースケースにそって、議論を深めていく必要。 
l ユース⑤などでは、セルラー網の利⽤への関⼼も上がっているが、指向性が⾼く到達
距離が短いため要求性能とセルラー網の電波品質、必要なインフラ改修も検討すべ
き。 

l この他、周波数は限界ではないか、構造的な⾒直しになる可能性があるのか、航空機
電波にもセキュリティ課題もあるなどの意⾒もあった。 

 
I05-無操縦者航空機の試験や評価のためのエリアやシミュレーションに関して 

 
試験⾶⾏においては、耐空性等のレギュレーターによる調整と同時に、サービスプロバイ

ダー（管制）との調整も平⾏して実施することが必要であると思われる。また、ユースケー
スや機体の性能により、⾶⾏エリアの規模がかなり異なってくると思われる。将来において
試験⾶⾏の機会が増加すると考えられ、ユースケースに応じた⾶⾏試験許可⼿続きのガイ
ドラインのようなものがあれば、試験⾶⾏の⼿続きの効率性が上がるのではと期待する。  
ユース①、③、④のように IFR 機と同じ空域での⾶⾏を想定するならば、試験⾶⾏の前に
既存の ATM のシミュレーターを活⽤することも有効と思われる。無操縦者航空機が特別
と考えずに，従来の有⼈航空機で動作性能が緩いものがあるという考え⽅でよい。 
 
⾶⾏試験エリアへの希望に関しては、 
l 想定される機体規模に応じた広い試験エリア 
l 現状の訓練・試験区域の他に⾼⾼度（FL500程度まで）での試験が可能な空域 
l ⾃衛隊の訓練空域のような、ある程度の裁量が与えられた試験空域 
が望ましいとの声が上がっている。他にも、 
l 模擬された UTMや ATMのような実⽤時に対応する交通管理システム 
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l 上昇下降が⾃由に⾏えるルール作りやコリドー管理 
l 気象情報等の送信 
l （セルラー網の利⽤を検討しているため）上空での利⽤を想定したセルラー環境（様々

な事象を再現できるよう通常の携帯エリアに影響を及ぼさない独⽴したエリア 
l 機体レベルの HIRF（High Intensity Radiated Fields）試験/耐雷試験設備 
l 試験データの取得を安定させるため、信頼性の⾼い共通のテレメトリー通信インフラ

の整備 
が望ましいとの声が上がっている55。また、そうした試験場所が増えることへの要望もある。 
 
なお、⽶国では 2012 年の連邦航空局近代化改⾰法（FAA Modernization and Reform Act）

に基づいて、2013 年に⽶国領空への UAS統合のための 6 つのテストサイトを設置し、2014
年からはそれらテストサイトが試験⽬的の特別耐空証明を発⾏できる DAR(Designated 
Airworthiness Representatives ) の制度を設けるなど、無⼈航空機／無操縦者航空機の利活
⽤に向けた試験環境を整えている。こうしたテストサイトが、⽇本に整備されていくことへ
の期待が上がっている。さらに、ただし、権限委譲に際しては、ボーイング 737MAX の事
故のような事象も踏まえて、検査作業の確実性、透明性を向上させる新たな仕組みも併せて
検討する必要56がある。 
 
さらに、機体開発に関わるシミュレーションについて、モデリング等の開発環境を極⼒共

通化（標準化）し、機体のモデリングデータは機体開発メーカが準備し、シミュレータ基盤
の共有を図ることで、無操縦者航空機の開発コストを低減し、国際的な開発競争⼒を⾼める
ことが期待できる。 
 
無操縦者航空機の試験や評価のためのエリアやシミュレーションに関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l ユースケースに応じた⾶⾏試験許可⼿続きのガイドラインが試験⾶⾏の⼿続きの効
率性につながる。 

l ⾶⾏試験エリアの確保と、⽶国の“UAS 統合のための 6 つのテストサイト”のよう
な、試験⽬的に対して特別の権限を⼀部委譲されたような、活発な⾶⾏試験を⽀え
るセンターの整備が望ましい。 

 
55 福島ロボットテストフィールド（以降 RTF）では、無⼈地帯とみなせる空域を開発しようと活動して
いる。RTFは福島県南相⾺市と浪江町の太平洋沿岸にそれぞれ 1本の滑⾛路を有しており、主に無⼈航
空機と空⾶ぶクルマをターゲットとして。海岸に沿って約 13km、沖合⽅向に 10km以上の⾶⾏試験空域
を想定している。 
56 東京⼤学 航空安全認証制度と技術標準化に関する提⾔ https://ifi.u-tokyo.ac.jp/wp/wp-
content/uploads/2020/03/policy_recommendation_skysystem_20200218.pdf 
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l モデリング等の開発環境を極⼒共通化（標準化）し、シミュレータ基盤の共有をメ
ーカー間で図ることで、無操縦者航空機の開発コストを低減し、国際的な開発競争
⼒を⾼めることが期待できる。 
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7. 実⽤化に向けて検討が必要な社会受容性等に関する委員の⾒解、問題意識、⾒通し 
S01-運航安全基準、安全要件や標準の確⽴に関して 

 
無操縦者航空機と⾔っても、様々な機体が検討されている。機体カテゴリーごとの TLS 

(Target level of safety, ⽬標安全度) の設定，及び TLS に基づいた運⽤ルールの検討が求め
られる、性能準拠（パフォーマンスベースド）な制度のあり⽅が望まれる。TLS は、⽶国の
“safety continuum”コンセプト57のように、そのカテゴリーの機体での運航への社会からの
ニーズやと安全性への期待を鑑みて設定され、また安全性の向上につながるイノベーショ
ンを阻害しないようなものであることが望まれる。TLS が⽰されれば、レギュレータ、（管
制）サービスプロバイダ、メーカー、運航者は TLS を満たすように運⽤⽅法や機体そのも
の等を設計し、各組織が運⽤やビジネスの成⽴性を検討することができるようになるため、
できるだけ早い段階での TLS の設定が必要だ。 
さらに、無操縦者航空機に対する安全基準が“⼈が乗れる機体”レベルで作成され、本当に
必要なレベルより⾼く設定される可能性があるのではないかとの懸念も挙げられた。⼈が
乗らない無操縦者航空機に対しては、完全な無⼈航空機に対する安全基準が適⽤できると
考えられるが、そのような安全基準は存在しない。特に、従来の耐空性に関する制度は、機
上の⼈の安全リスクを考えた制度であり、完全な無⼈航空機に対しては、そうした制度の変
更が余儀なくされる点が多々ある。例えば、航空機の安全保証のために参照されている様々
な⺠間標準化機関（例えば、⺠間航空機の設計保証の計画と実⾏、そして安全性を考慮して
改善を続けていくためのガイドラインである⺠間標準化機関 SAE Internationalの発⾏した
ARP4754A）などの⾒直しも必要だ58。⼈が乗らないという前提条件の下では、空中や地上
の第 3 者への危害防⽌が焦点となり、機体のみではなく RPS、発進・回収装置、そして運
⽤⽅法を横断的に⾒ていける体制が必要であろう。 
さらに、ユース⑤に関しては、⼈⼝密集地の上を低い⾼度で、頻度も多く運航することが
想像される。従って、安全と騒⾳を最重要項⽬として、地域住⺠に納得してもらえる安全管
理体制、環境評価と対応体制を確⽴するための、分野横断的な体制も必要だ。 
具体的に制度のあるべき姿を議論するにあたり、ICAO の RPAS マニュアルおよび各

ANNEX、⽶国 Part 107、Section 44807 Exemption、Order 8130.34 等の把握、の他、国内
の基準の⾏末について、理解を深めていく必要がある。 

 
57 FAA “safety continuum”コンセプト
https://www.faa.gov/about/office_org/headquarters_offices/avs/offices/air/transformation/csp/concepts/ 
58 https://www.sae.org/standards/content/air7121/, この他 Clotier et al. (2010), Laffin, C. R., (2020) 
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運航安全基準、安全要件や標準の確⽴に関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l 機体カテゴリーごとの TLS の設定，及び TLS に基づいた運⽤ルールの検討が求め

られる、性能準拠（パフォーマンスベースド）な制度になることを期待。 
l ⼈が乗らないという前提条件の下では、空中や地上の第 3 者への危害防⽌が焦点と

なり、機体のみではなく RPS、発進・回収装置、そして運⽤⽅法を横断的に⾒ていけ
る体制が必要か。 

 
S02-サイバーおよび物理的なセキュリティ基準に関して 

 
有⼈機航空機でもコネクテッド化は進んでいるが、⾶⾏制御等のコアな部分には物理的に
繋がっていない。無操縦者航空機は地上からの操縦であり、通信回線のハッキングによる
「乗っ取り」「なりすまし」等の脅威に有⼈航空機よりも脆弱である。機体の安全性を確保
するためのセキュリティ基準だけでなく、ミッション全体の保証と公共の信頼のため、潜在
的なサイバー脅威の特定59や対処、必要不可⽋なアセットの物理的なセキュリティを確保す
るためのロバストなセキュリティガイドラインおよび物理的なセキュリティ基準や技術が
必要になってくるだろう。 
 
サイバー脅威についてはデータの暗号化や航空機と RPS のペアリングによって傍受（通

信の窃⽤）や割り込み（通信の乗っ取り）が考えられ、防御の必要がある。⽇々新たな脅威
が発⽣することを想定して、対応体制（監視体制）の確⽴も必要だ。無操縦者航空機のサイ
バーリスクの洗い出しをしていく必要がある。 
有⼈航空機やその他の分野で、データダイオード60のように、フィルタリング、規定された

専⽤通信コマンドのみ受け付ける仕組みづくり、データ照合などが検討されている。原⼦⼒
施設のサイバー対策は進んでいるとの意⾒もあり、他産業のベンチマークも必要である。 
データセキュリティの規格は様々あるが、国際レベルで認知されたレベルを必要とする。 
 
物理的なセキュリティについては、旅客機コックピットはハイジャック対策があり侵⼊が
難しい。無操縦者航空機の機上や RPS でのハイジャック対策も必要になってくる。 
 
さらに、情報漏洩といった内的要因のセキュリティ課題も洗い出す必要がある。 

 
59 既存の議論https://www.springerprofessional.de/en/role-of-cyber-security-in-drone-
technology/17108288 
60 データダイオードについて  https://www.sdn.co.jp/products/security/netsec/diode.html 
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また、問題が発⽣した際の責任所在の明確化（攻撃者だけではなく、規定を満たさない脆
弱性を抱えたまま製品化した⽣産者、審査を通過させた認定機関など）も整理して⾏かなく
てはいけない。 
 
サイバーおよび物理的なセキュリティ基準に関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l 無操縦者航空機は地上からの操縦であり、ミッション全体の保証と公共の信頼のた
め、潜在的なサイバー脅威の特定や対処が必要だ。 

l RPS 等への侵⼊や、情報漏洩といった内部要因のセキュリティ課題、サプライチェー
ンを通した体制のあり⽅も検討する必要がある。 

 
S03-訴訟に対する法的フレームワークに関して 

 
事故原因次第で責任を負う主体（運航者、機体メーカー等）が変わってくるのは有⼈航空

機と同様であるが、無操縦者航空機の場合は運航に関わる当事者（プレーヤー）が有⼈航空
機のオペレーションと異なるため、整理が必要である。有⼈航空機の場合、責任や権限は⼀
義的には運航エアラインと機⻑に集中しているが、無操縦者航空機では法規および契約⾯
でそこまで⼗分な整理・検証がなされていないのが現状と思われる。リスクの分析と正しい
保険の⼿配技術が必要だ。 
 
有⼈航空機について、過去の事故、インシデントは我が国では運輸安全委員会からも報告
書が出ており、HP を通じて公開されている。諸外国でも同様に報告書を公開している。各
報告書の中に提⾔が出ているものや、裁判が⾏われた例を基に「操縦」の最終責任を「誰」
または「何」が負うかの整理は慎重かつ、⼗分な合意形成が必要である。 
 
また、遠隔操縦⼠が他の組織（国）の操縦者と交代した場合、複数の機体を⼀⼈の操縦者

が操縦する場合などについての検討もいずれ必要になってくるだろう。 
 
この分野は本邦独⾃でなく世界共通となることが考えられるため、ICAO や無⼈航空機の
実⽤を先進している諸外国の動向を把握し、我が国航空局を通じた提⾔を必要に応じて⾏
える仕組みを築くなど、国際的調和の観点が必要と思われる。  
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訴訟に対する法的フレームワークに関してのまとめ 
 

全てのユースについて 
l 無操縦者航空機の運航に関わる責任や権限の整理や検証、そして合意形成が必要だ。 
l ICAOや諸外国の動向を把握し、必要に応じて提⾔を⾏っていく国際的調和の観点も
必要か。 

 
S04-プライバシーガイドラインとルールに関して 

 
現状の有⼈機によるデータ収集と変化はなく、既存の知的財産権、個⼈情報保護法の中で

整理することが望ましい、という意⾒がある。⼀⽅で、将来、ユース⑤などのサービスの展
開次第で、地域の他の交通モードと積極的なデータのやりとりや、収集したデータを元に正
確な運航のシミュレーションの実施で新たなサービスを提案するなどのデータの活⽤が⾏
われる可能性があり、その場合には、顧客データと航路情報との組合せによるプライバシー
侵害に注意していく必要があるとの指摘も上がっている。 
 
プライバシーガイドラインとルールに関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l 既存の知的財産権、個⼈情報保護法の中で整理することが望ましい。 
l ユース⑤など今後のサービスの展開の中で、地域の他の交通モードと積極的なデー
タのやりとりや、収集したデータを元に正確な運航のシミュレーションの実施など
のデータの活⽤が⾏われる場合には、顧客データと航路情報との組合せによるプラ
イバシー侵害に注意が必要か。 

 
S05 ‒騒⾳ガイドラインとルールに関して 

 
有⼈航空機と同様の基準が求められるのではないだろうか。ただし、騒⾳について ICAO
第 16付属書を各国は参照しているものの、そこには垂直離着陸型や、超⾳速ジェット／プ
ロペラ機／ヘリコプター／チルトローターに属さない機体に対応するものは現在は規定さ
れておらず、ICAOにて議論が始まったところである。開発者や運航者も、既存の各航空機
の類別でどの程度になっているかを調査し、それ以下にならないように基準値を⾒積もる
ことが妥当である。また、無⼈であるがために、周辺住⺠の不安への対応も必要だ。離着陸
場設置や⾶⾏頻度の観点では、環境基本法に関連した「航空機騒⾳に係る環境基準」の考え
⽅を取り⼊れた議論の醸成が必要であると考えられる。 
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固定翼機の場合、騒⾳は上空通過の場合常に⾼速で通りすぎるため、70db 程度が「問題
視」の境界と思わるが、いずれにしろ、T類は設計要件による低騒⾳化が加速されている。 
垂直離着陸型で狭隘な場所でも離着陸できる機体では、ヘリコプターに近い⾶⾏形態の航
空機の騒⾳基準より緩和した要件では社会の受け⼊れが寛容か疑問視される。過去のヘリ
コプター定期旅客便では、騒⾳問題を避けるために都市部上空を低⾼度で⾶⾏できず都市
部を回避した結果，⾶⾏時間が延びてしまい，ビジネスとして成⽴しなかった事例があると
いう。 
 ユース⑤や⑥などで、新たな⾶⾏場やルートを検討する場合には、 
l 医療施設や学校といった社会的役割が⼤きな施設周辺を回避した⾶⾏ルートの検討／
設定 

l 社会的役割が⼤きな施設の防⾳対策のための助成⾦制度の検討／制定 
を検討するべきであり、また⾶⾏頻度の観点も踏まえて、環境基本法に関連した「航空機騒
⾳に係る環境基準」の考え⽅を取り⼊れた議論の醸成が必要であると考えられる61。特に、
暗騒⾳レベルによって対応が変わってくるので、暗騒⾳データの取得等が必要になってく
る。⼀⽅で、ユース⑤⑥の地域でのそのサービスの位置付けによっては、航空機ではなく、
⾃動⾞の騒⾳基準に準ずることが妥当な場合もある。騒⾳特性と合わせて、引き続き議論を
促したい。 
 
騒⾳ガイドラインとルールに関してのまとめ 
 
全てのユースについて 
l 有⼈航空機と同様の基準が求められるのではないか。ただし、垂直離着陸型や、ヘ
リコプター／チルトローター等に属さない機体に対応するものなど、想定されてい
るユースケースで利⽤する無操縦者航空機の中には、現在基準が規定されていない
ものもある。 

l 今後の基準想定にあたり、開発者や運航者も、既存の各航空機の類別でどの程度に
なっているかを調査し、それ以下にならないように⾒積もることが妥当である。 

l 無⼈であるがために、周辺住⺠の不安への対応も必要だ。 
l 離着陸場設置や⾶⾏頻度の観点では、環境基本法に関連した「航空機騒⾳に係る環

境基準」の考え⽅を取り⼊れた議論の醸成が必要ではないか。 
 
ユース⑤⑥について 
l 地域でのそのサービスの位置付けによっては、航空機ではなく、⾃動⾞の騒⾳基準

に準ずることが妥当な場合もある。騒⾳特性と合わせて、さらなる議論が必要だ。 
 

61 ⽶国では、FAR Part150 (Airport noise compatibility planning)をベースに議論。
https://www.faa.gov/airports/environmental/airport_noise/ 



 56 

おわりに 
 

 無操縦者航空機が社会へもたらし得る価値の実現に向けて、熱意を持って取り組みを⾏
おうと意思を表明してくれている JRPAS 委員の協⼒により、旅客輸送を含まない 6 つの
ユースケースについて、技術・運航・インフラ・社会受容性の 4分野にわたって計 26に
細分化された項⽬についての、課題や展望について議論をここにまとめることができた。 
 図 3~6は、事務局が、本報告書の議論をまとめようと試みている現段階（2020 年 8 ⽉
段階）ものであるが、１枚の絵で語り尽くすことができぬほど課題は沢⼭ある。無操縦者
航空機の実現に向けては、関係者で戦略⽴てて取り組んでいくことが必要だ。JRPAS では
今後、産業界・⾏政・その他のパートナーそして JRPAS 委員会がどのような役割とどの
ような活動を⾏なっていくべきかロードマップを取りまとめていく予定である。 
 

 
 

図 3: ユース①②③④の課題のまとめ（事務局案） 
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図４: ユース①②③④実現に向けた必要なアクション（事務局案） 

 
 
 

 
図５: ユース⑤⑥の課題のまとめ（事務局案） 
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図５: ユース⑤⑥の実現に向けた必要なアクション（事務局案） 
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付録：略語 
 
AAM：Advanced Air mobility 
ACAS：Airborne Collision Avoidance System 
ADS-B: Automatic Dependent Surveillance-Broadcast 
APL: the Automation system-based aircraft Pillot Licence 
ASSURE: Alliance for System Safety of UAS 
BASA: Bilateral Aviation Safety Agreement 
CARATS: Collaborative Actions for Renovation of Air Traffic Systems (将来の航空交通シス
テムに関する⻑期ビジョン) 
CNS: Communication, Navigation, Surveillance (通信・航法・監視) 
CONOPS: Concept of Operations 
CPDLC: Controller Pilot Data Link Communication (管制指⽰のデジタル化） 
DAA: Detect and Avoid (衝突回避） 
DAR: Designated Airworthiness Representatives 
E-GPWS: Enhanced GPWS 
ELT: Emergency Locator Transmitter (航空機⽤救命無線機） 
ETM: Upper E Traffic Management (⾼⾼度管制システム) 
EVS: Enhanced Vision System 
FMS: Flight Management System (航法⽤機上コンピューター) 
GBSS: Ground-based Surveillance System (地上型監視システム） 
GPWS: Ground Proximity Warning System (地上接近警報装置） 
HALE: High Altitude Long Endurance 
HAPs: Hight Altitude PlatformS  
HIRF: High Intensity Radiated Fields 
ICAO: International Civil Aviation Organization (国際⺠間航空機関) 
IFR: Instrument Flight Rule (計器⾶⾏⽅式） 
ILS: Instrument Landing System (計器着陸装置） 
IPP: Integration Pilot Program 
IRPL: ICAO international IFR Annex 1ʼ internationalʼ Pilot License 
ITU-R: International Telecommunication Union Radiocommunication sector (国際電気通
信連合無線通信部⾨） 
MOC: Means Of Compliance (適合性証明⽅法） 
NASA: National Aeronautics and Space Administration (アメリカ航空宇宙局） 
NCAP: New Car Assessment Program 
PWS: Predictive Windshear System 
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RNAV: Area Navigation (広域航法） 
RPAS: Remotely-Piloted Aircraft System 
RPS: Remote Pilot Station (遠隔操縦基地） 
RTCA: Radio Technical Commission for Aeronautics (⽶国航空無線技術委員会) 
SPF: Stratospheric Platform 
SVS: Synthetic Vision System 
SWIM: System Wide Information Management 
TBO: Trajectory Base Operation (軌道ベース運⽤) 
TCAS: Traffic Collision Avoidance System 
TLS: Target Level of Safety (⽬標安全度) 
UAM: Urban Air Mobility 
UTM: Unmanned aircraft Traffic Management (無⼈機運航管理) 
VFR: Visual Flight Rule (有視界⾶⾏⽅式） 


